
令和８年度第１回 水戸市社会福祉審議会 児童福祉専門分科会

日 時 令和８年７月 24 日（金）

午前 10 時から

場 所 水戸市役所４階 政策会議室

次 第

１ 開 会

２ あいさつ

３ 会長、副会長の選出

４ 議 事

(1) 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業の利用定員及び待機児童数に

ついて（資料①）

(2) 水戸市こども計画の事業進捗について（資料②）

５ 閉 会



令和８年４月１日現在

単位：人

教育 保育 ０歳 １・２歳 計

教育 保育 ０歳 １・２歳 計

水 戸 市 社 会 福 祉 審 議 会

児童福祉専門分科会資料①

令 和 ８ 年 ７ 月 24 日

特定教育・保育施設、特定地域型保育事業の利用定員及び待機児童数について

（１） 「特定教育・保育施設」及び「特定地域型保育事業」利用定員一覧

２号 ３号

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

利用定員の増減（令和７年４月 → 令和８年４月）

２号 ３号

特定教育・保育施設

特定地域型保育施設

日付 区 分
施設数
(箇所)

１号 合計

Ｒ２ 7 121 4,213 547 3,014 672 2,155 2,827 10,601

Ｒ３ 4 121 4,083 577 3,047 710 2,204 2,914 10,621

Ｒ３ 10 121 4,083 577 3,052 716 2,213 2,929 10,641

Ｒ４ 4 116 3,663 747 3,020 720 2,223 2,943 10,373

Ｒ５ 4 117 3,648 747 3,064 728 2,251 2,979 10,438

Ｒ５ 7 117 3,648 747 3,100 728 2,256 2,984 10,479

R６ 4 115 3,003 807 3,100 728 2,256 2,984 9,894

R７ 4 113 2,648 861 3,086 720 2,282 3,002 9,597

R８ 4 112 2,218 946 3,068 703 2,254 2,957 9,189

区 分
施設数
(箇所)

１号 合計

△ 1 △ 430 85 △ 18 △ 17 △ 28 △ 45 △ 408



令和８年４月１日現在

単位：人

教育 保育 ０歳 １・２歳 計

6 680 - - - - - 680

3 230 - - - - - 230

3 450 - - - - - 450

60 - - 3,068 539 1,803 2,342 5,410

11 - - 562 51 257 308 870

49 - - 2,506 488 1,546 2,034 4,540

20 1,538 946 - 57 194 251 2,735

5 320 179 - 7 34 41 540

15 1,218 767 - 50 160 210 2,195

特定地域型保育事業（B） 26 - - - 107 257 364 364

7 - - - 7 24 31 31

19 - - - 100 233 333 333

112 2,218 946 3,068 703 2,254 2,957 9,189

※民間保育所の整備予定（令和９年４月１日）

・あさひまちなか保育園分園（南町）定員20人

・キララかわわだナーサリー（河和田町）定員30人（小規模保育事業所から移行）

（２） 「特定教育・保育施設」及び「特定地域型保育事業」利用定員一覧（内訳）

認定区分

２号 ３号

特定教育・保育施設（A）

（A）＝（a）+（b）+（c）

幼稚園（a）

市立

私立

保育所（b）

市立

私立

認定こども園（c）

市立

私立

家庭的保育事業

小規模保育事業

利用定員 計 （C）＝（A＋B）

（３） 待機児童数の推移

区 分 施設数
１号 合計

86 2,218 946 3,068 596 1,997 2,593 8,825

（人）

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

０歳児 6 18 19 4 5 － － － － － － － －

１歳児 38 64 52 66 10 13 2 1 2 － － 1 －

２歳児 38 34 29 23 8 2 4 1 － － － － －

３歳児 23 34 15 19 5 3 15 5 1 1 － － －

４歳児 5 5 6 1 － － 2 － － － 1 － －

５歳児 6 3 2 － 2 － － 1 － － － － －

合計 116 158 123 113 30 18 23 8 3 1 1 1 0

年度

（各年度４月１日現在）

待
機
児
童
数



水戸市こども計画の事業進捗について

１ 計画策定の趣旨

少子化が進行し、人口減少社会が到来する中、まちの活力を維持し、持続的に発展する

まちを実現するためには、社会全体でこども・子育て支援を力強く進めていかなければな

りません。国においては、「こどもまんなか社会」の実現を目指し、こども基本法を施行

するとともに、こども大綱において、こども・子育て支援を総合的に推進することとして

います。

本市においても、安心してこどもを生み育てることができ、こどもたちがのびのびと育

つことができる社会を目指し、こどもたちをまち全体で育んでいくため、新たに、水戸市

こども計画を策定するものです。

２ 計画の期間

2024(令和６)年度から 2029(令和 11)年度までの６年間

※内包する計画「第３期子ども・子育て支援事業計画（量の見込みと確保方策）」につ

いては、2025(令和７)年度から 2029(令和 11)年度までの５年間

３ 計画の基本的方向

(1) 目指す姿

水戸の未来をリードする「こどもたち」を育むまち

(2) 基本方針

Ⅰ こども・若者が夢や希望を持ち将来を切り開くことができる環境づくり

こども・若者がのびのびとチャレンジできるよう、こどもの挑戦を応援する

とともに、多様な体験活動を促進します。あわせて、こどもたちのつながりの

場づくりを推進するとともに、こども・若者の意見を聴く機会の確保をはじ

め、主体性を尊重する仕組みづくりを進めます。また、こども一人一人が個性

を伸ばし、未来を生きる力を身に付けることができるよう、水戸スタイルの教

育を推進するほか、魅力を感じる多様な働く場の創出など、若者が生き生きと

暮らすことができる環境づくりを推進します。

Ⅱ まち全体でこどもを育む環境づくり

多様なニーズに対応した子育て支援サービスの充実を図るなど、子育てを支

える環境づくりを推進します。また、悩みや不安を相談しやすい環境づくりと

ともに、子育てと仕事の両立に向けた取組を進めます。さらに、家庭、地域の

教育力の向上を支援するとともに、こどもの安全の確保を図るほか、こども・

若者の権利について、普及・啓発に取り組みます。

水 戸 市 社 会 福 祉 審 議 会

児 童 福 祉 専 門 分 科 会 資 料 ②

令 和 ８ 年 ７ 月 2 4 日
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Ⅲ こどもを健やかに育てることのできる環境づくり

妊娠、出産、子育てに係る経済的負担の軽減を図るほか、相談しやすい環境

づくりやこども・子育てＤＸを推進するとともに、放課後児童の居場所づくり

を進めます。また、保育環境の充実を図るとともに、ひとり親家庭や経済的な

困難を抱える家庭に対する支援に取り組みます。

Ⅳ 安心して妊娠、出産、子育てできる環境づくり

「すまいるママみと」を中心とした切れ目のない妊産婦支援とともに、不

妊・不育症治療に対する支援を推進するほか、健康診査や育児相談等の乳幼

児、未就学児の健康づくりを進めます。あわせて、こども・若者の健康づくり

とともに、発達に不安のあるこどもや障害児（者）等への支援に取り組みま

す。さらに、小児医療・周産期医療体制の確保に努めます。

Ⅴ 悩みや不安を抱えるこども・若者に寄り添う支援の推進

児童虐待やＤＶ被害の防止対策を推進するとともに、要保護・要支援児童や

ヤングケアラーへの支援の充実を図ります。また、こどもの貧困対策に取り組

むほか、教育相談体制の充実やこころの健康づくりなど、不登校、ひきこもり

等の支援を推進します。さらに、非行防止対策のほか、こども・若者の自殺対

策を進めます。
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４ 目標水準

それぞれの基本方針において、目標水準を設定しています。

基本方針Ⅰ

指標
現況

（令和５年度末）
令和７年度末

目標
（令和11年度末）

令和７年度の具体的な取組

市がコーディネートするボ
ランティア活動への高校生
の参加人数

1,123人 865人 1,６00人

・高校生へのボランティア活動の周知
高校へのチラシの配布（16校）

・高校生ボランティアの活用促進
市イベントへの活用について、庁内への呼び

かけ

屋内運動場への空調設備
設置

整備方針の検討

屋内運動場空調
設備設置
実施設計

（小学校１校、中
学校16校）

全校

・実施設計
令和８年度に工事を予定している市内中学

校、義務教育学校、小学校１校について、実
施設計を行った。

政策提言発表会への参加
者数（累計）

ー
31組

（116人）
12組

(120人)

・大学生によるまちづくりに対する提案の実
施（行政懇談会）

常磐大学 ２組７人
茨城大学 ６組28人

・高校生による政策提言の実施（行政懇談
会）

常磐大学高等学校 ６組23人、個人３人
水城高等学校 ６組20人

教育環境（教育施設や教育
内容）に満足している市民
の割合

25.6%
（令和４年度）

ー
50%

（令和10年度）

・水戸市版教育ダッシュボードの運用の小学
校への拡大
・次世代エキスパート育成事業（５コース）
の実施
・「小学生のための演劇鑑賞会」、「中学生
のための音楽鑑賞会」等の実施
・船中泊を伴う自然教室の実施

学校施設の長寿命化改良
実施済数（累計）

校舎 ５校
屋内運動場 ４校

校舎 ７校
屋内運動場 ４校

校舎 ９校
屋内運動場 ５校

・校舎
実施設計
緑岡小（令和７年度完了）

工事
寿小（令和７年度完了）
妻里小（令和８年度完了見込み）

創業比率（既存企業に対す
る新規起業の割合）

8.1%
（令和元～３年度）

8.1%
（令和元～３年度）

9%
（令和10年度）

・創業に係るセミナーの参加人数：70人
・創業に係る相談窓口支援者数：311人
・創業期支援補助金の交付：14件
・創業支援利子補給金の交付：141件
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基本方針Ⅱ

指標
現況

（令和５年度末）
令和７年度末

目標
（令和11年度末）

令和７年度の具体的な取組

子育て支援・多世代交流事
業利用者数

56,517人 64,557人 104,000人

・利用者の内訳
わんぱーく・みと：22,479人
はみんぐぱーく・みと：23,667人
あかしあ：10,958人
ぽかぽかつどいの広場：2,072人
子育てぽかぽか広場：272人
市民センター子育て広場：5,109人

家庭教育講演会、家庭教育
学級等の開催件数

134回/年 156回/年 150回/年

・市民センター家庭教育関係一般教養講座：
138回
・みと好文カレッジ家庭教育講座：17回
・家庭教育出前講座：保育園１園

こども基本法に関する普
及・啓発の実施

ー ３回/年 ３回/年

・市ホームページ、市こども向けホームペー
ジによる周知
・市立小・中学校の児童生徒、保護者に対す
る周知
・本庁舎１階のモニターへの記事の掲載

男性の育児休業取得率（民
間企業）

27.4%
(令和３年度)

ー
50%

(令和10年度)

・事業所への意識啓発セミナーの開催 １回
・商工課との連携によるワークライフバラン
ス講座の開催 １回
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基本方針Ⅲ

指標
現況

（令和５年度末）
令和７年度末

目標
（令和11年度末）

令和７年度の具体的な取組

子育て世帯の経済的負担
の軽減

小・中学校新 入
生 応 援 金 の 給
付、
市立中学校給食
費の無償化

小・ 中学校新 入
生 応 援 金 の 給
付、
市立小学校給食
費の無償化、
市立中学校給食
費の無償の継続

市立小学校給食
費の無償化、
保育料の段階的
無償化

・小・中学校新入生応援金の給付
・市立小学校給食費の無償化
・保育料を国基準より低額に設定
・保育料の段階的無償化の検討

母子・父子自立支援プログ
ラム策定件数

ー ９件/年 20件/年

・「つなぐハローワークみと」と連携した支
援：５件
・事業の周知

ひとり親家庭への支援を一覧にまとめ、市
ホームページに掲載

放課後学級待機児童数
（４月１日）

ゼロ
（令和６年４月１日）

ゼロ
（令和８年４月１日）

ゼロ ・放課後学級数：83学級（１学級増）

保育所待機児童数
（４月１日）

１人
（令和６年４月１日）

ゼロ
（令和8年４月１日）

ゼロ ・コンシェルジュの配置：１名
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基本方針Ⅳ

指標
現況

（令和５年度末）
令和７年度末

目標
（令和11年度末）

令和７年度の具体的な取組

妊娠届出時
100%

妊娠届出時
100%

妊娠中期
80.8%

妊娠中期
84.8%

出生後
100%

出生後
99.4%

産後のケア・指導を十分に
受けたと感じる妊婦の割
合

88.8% 88.8% 91%
・すまいるママみとを中心とした継続的な支
援
・医療機関等における産後ケア事業の実施

３歳児健康診査の受診率 91.1% 93.9% 95%

・受診しやすい環境づくり
受診しやすい会場における実施

・未受診者への対応
３歳９か月及び10か月頃の未受診者に対す

る受診勧奨

「茨城を食べようウィーク」
における学校給食の地場
産物の活用割合

77.3% 73.8% 80%

・栄養教諭等に対する更なる市内産及び県内
産の食材を使用した献立作成の周知
・学校給食納入業者に対する市内産及び県内
産の食材の積極的な調達についての周知
・新たな特産品及び地場産物の導入に向けた
協議等
・学校給食における有機農産物に関するセミ
ナーの開催

専門職による発達相談件
数（年間）

934件 1,268件 950件
・健診をとおした発達に心配のあるこどもの
早期の相談支援
・相談事業の周知

小児科０件 小児科１件

産婦人科１件 産婦人科１件

伴走型支援の面談実施割
合

100%

・面談を受けやすい取組の実施
妊娠届を予約制にすることによる面談時間

の確保
産婦の希望に寄り添った方法による面談の

実施
・アンケート未回答者への電話による状況把
握の実施

医療機関開設等に対する
補助

ー ・制度活用に向けた積極的な周知
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基本方針Ⅴ

指標
現況

（令和５年度末）
令和７年度末

目標
（令和11年度末）

令和７年度の具体的な取組

児童虐待通告に対する適
正対応

100% 100% 100%

・児童虐待通告後、原則48時間以内の対象児
童の安否確認の徹底
・対象児童の安全を確保するための適切な児
童相談所への送致

こどもの学習・生活支援事
業の参加者数(年間延数）

2,585人 ２，７９５人 3,520人

・周知
訪問時におけるチラシの配布
学校との連携による対象児童への働きかけ

・参加しやすい環境づくりの実施
オンラインで自宅から参加できる体制の整

備

青少年の健全育成に協力
する店の登録店舗数

262店舗 291店舗 ２７０店舗
・登録促進に向けた取組
行政と青少年相談員との連携による店舗訪

問

20歳未満 ４人 20歳未満 1人

20歳代 ６人 20歳代 5人

（令和５年） （令和7年） （令和１１年）

20歳未満・20歳代の自殺
者数

ゼロ
・相談支援：8,128件
・相談窓口インターネット広告掲載

期間：12月（通年実施）
（広告表示回数：5,023回／月平均）

・ゲートキーパーの養成
常磐大学生（73名）
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５ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」と「確保方策」

第３期子ども・子育て支援事業計画として、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保内容及び実施時期に関する内容を定めています。

■ 教育・保育

量の見込み 利用状況及び市民ニーズ調査等の利用希望等を踏まえて算出した、計画期間中の各年度における教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の需要見込みをいいます。

確保方策 「量の見込み」に対応するための提供体制の確保内容及びその実施時期をいいます。

《計画》

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ

2025

(R7)年度

2026

(R8)年度

2027

(R9)年度

2028

(R10)年度

2029

(R11)年度

《実績》 ※４月１日現在

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ

2025

(R7)年度

2025（R7）年度比較〈実績－計画〉

2025

(R7)年度 △ 36 △ 130 △ 130 △ 94 66 17 17 △ 49 △ 366 1 △ 5 1 △ 2 7 367 48 9 10 △ 3 1 1 △ 39 △ 29 7 8 2 △ 7 4 36

１号認定 ２号認定 ３号認定

３、４、５歳 ３、４、５歳 ０歳 １歳 ２歳

特定

地域型保育

特定

地域型保育

特定

地域型保育

１号認定 ２号認定 ３号認定

３、４、５歳 ３、４、５歳 ０歳 １歳 ２歳

特定

地域型保育

特定

地域型保育

特定

地域型保育

量

の

見

込

み

確

保

方

策

過

不

足

量

の

見

込

み

確

保

方

策

過

不

足

量

の

見

込

み

確

保

方

策

過

不

足

量

の

見

込

み

確

保

方

策

過

不

足

量

の

見

込

み

確

保

方

策

過

不

足

特

定

教

育

・

保

育

施

設

特

定

教

育

・

保

育

施

設

特

定

教

育

・

保

育

施

設

そ

の

他

特

定

教

育

・

保

育

施

設

そ

の

他

特

定

教

育

・

保

育

施

設

そ

の

他

小

規

模

保

育

家

庭

的

保

育

小

規

模

保

育

家

庭

的

保

育

小

規

模

保

育

家

庭

的

保

育

1,672 2,778 2,778 1,106 3,770 3,922 3,922 152 631 742 621 103 8 10 111 1,019 1,101 942 126 13 20 82 1,193 1,214 1,042 132 15 25 21

1,585 2,708 2,708 1,123 3,676 3,922 3,922 246 665 742 621 103 8 10 77 1,013 1,101 942 126 13 20 88 1,183 1,214 1,042 132 15 25 31

1,510 2,708 2,708 1,198 3,603 3,922 3,922 319 690 742 621 103 8 10 52 1,066 1,101 942 126 13 20 35 1,173 1,214 1,042 132 15 25 41

1,448 2,708 2,708 1,260 3,554 3,817 3,817 263 706 742 621 103 8 10 36 1,108 1,136 977 126 13 20 28 1,235 1,284 1,112 132 15 25 49

1,424 2,708 2,708 1,284 3,596 3,817 3,817 221 725 742 621 103 8 10 17 1,135 1,136 977 126 13 20 1 1,284 1,284 1,112 132 15 25 0

需

要

量

確

保

方

策

過

不

足

需

要

量

確

保

方

策

過

不

足

需

要

量

確

保

方

策

過

不

足

需

要

量

確

保

方

策

過

不

足

需

要

量

確

保

方

策

過

不

足

特

定

教

育

・

保

育

施

設

特

定

教

育

・

保

育

施

設

特

定

教

育

・

保

育

施

設

そ

の

他

特

定

教

育

・

保

育

施

設

そ

の

他

特

定

教

育

・

保

育

施

設

そ

の

他

小

規

模

保

育

家

庭

的

保

育

小

規

模

保

育

家

庭

的

保

育

小

規

模

保

育

家

庭

的

保

育

1,636 2,648 2,648 1,012 3,836 3,939 3,939 103 265 743 616 104 6 17 478 1,067 1,110 952 123 14 21 43 1,164 1,221 1,050 134 8 29 57
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■地域子ども・子育て支援事業

① 延長保育事業（時間外保育事業）

保護者の就労等の理由により、通常の利用時間を超えて保育を実施する事業です。

【量の見込みと確保方策】

② 一時預かり事業

[1] 一時預かり事業（幼稚園型）

幼稚園・認定こども園において、通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに、保

護者の要望等に応じて、在園児を一時的に預かる事業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

Ａ 量の見込み 3,247 人 3,210 人 3,207 人 3,242 人 3,309 人

B 確保方策 3,247 人 3,210 人 3,207 人 3,242 人 3,309 人

96 か所 96 か所 96 か所 96 か所 96 か所

B － Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

C 実績 2,841 人

96 か所

C - B △ 406 人

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

Ａ 量の見込み 46,551 人日 44,747 人日 43,226 人日 42,031 人日 41,913 人日

B 確保方策 46,551 人日 44,747 人日 43,226 人日 42,031 人日 41,913 人日

28 か所 27 か所 27 か所 27 か所 27 か所

B － Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

C 実績 48,320 人日

26 か所

C - B 1,769 人日

9



[2] 一時預かり事業（幼稚園型以外）

家庭において保育を受けることが一時的に困難となったこどもを預かる事業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 7,687 人日 7,731 人日 7,850 人日 8,028 人日 8,270 人日

B 確保方策 7,687 人日 7,731 人日 7,850 人日 8,028 人日 8,270 人日

保育所等
2,899 人日 2,905 人日 2,942 人日 3,004 人日 3,092 人日

62 か所 62 か所 62 か所 62 か所 62 か所

スマイル・キッズ
2,111 人日 2,116 人日 2,142 人日 2,188 人日 2,252 人日

1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

子育て支援・多世

代交流センター

2,105 人日 2,110 人日 2,137 人日 2,182 人日 2,245 人日

2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所

ファミリー・サポー

ト・センター

557 人日 585 人日 614 人日 639 人日 666 人日

1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

トワイライトステイ
15 人日 15 人日 15 人日 15 人日 15 人日

2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所

B － Ａ 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日

C 実績 6,683 人日

保育所等
1,842 人日

61 か所

スマイル・キッズ
1,979 人日

1 か所

子育て支援・多世

代交流センター

2,333 人日

2 か所

ファミリー・サポー

ト・センター

511 人日

1 か所

トワイライトステイ
18 人日

3 か所

C - B △ 1,004 人日

10



③ 病児保育事業、ファミリー・サポート・センター（病児・病後児）

病気あるいは病気回復期などのため、保育所等での集団保育が困難な児童を預かる事業

です。民間保育所等とファミリー・サポート・センターが実施しています。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 768 人日 779 人日 789 人日 800 人日 810 人日

B 確保方策
768 人日 779 人日 789 人日 800 人日 810 人日

9 か所 9 か所 9 か所 9 か所 10 か所

病児保育事業
753 人日 764 人日 774 人日 785 人日 795 人日

8 か所 8 か所 8 か所 8 か所 9 か所

ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾ

ﾝﾀｰ（病児・病後

児）

15 人日 15 人日 15 人日 15 人日 15 人日

1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

B － Ａ 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日

C 実績
496 人日

8 か所

病児・病後児保

育事業

486 人日

7 か所

ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾ

ﾝﾀｰ（病児・病後

児）

10 人日

1 か所

C - B △ 272 人日
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④ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）

ファミリー・サポート・センターが実施する学童クラブや習い事への送迎等を行う事業

です。

※利用状況や「量の見込み」、「確保方策」については、以下の事業のファミリー・サポ

ート・センター分の数値を含みます。

②[2] 一時預かり事業（幼稚園型以外）

③病児保育事業、ファミリー・サポート・センター（病児・病後児）

【量の見込みと確保方策】

⑤ 子育て短期支援事業（ショートステイ）

保護者が疾病、出産、育児疲れなどにより、一時的にこどもの養育が困難になった場合

に、乳児院や児童養護施設等において、こどもを預かる事業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 580 人日 570 人日 560 人日 560 人日 560 人日

B 確保方策
580 人日 570 人日 560 人日 560 人日 560 人日

7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所

B － Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

C 実績 831 人日

12 か所

C - B 251 人日

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 3,531 人日 3,706 人日 3,891 人日 4,049 人日 4,218 人日

B 確保方策 3,531 人日 3,706 人日 3,891 人日 4,049 人日 4,218 人日

B － Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

C 実績 2,781 人日

C - B △ 750 人日
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⑥ 利用者支援事業

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な場所で情報

提供を行い、必要に応じて相談・助言等を行う（基本型・特定型）ほか、妊産婦及び乳幼児

の健康の保持及び増進に関する包括的な支援及び全てのこどもと家庭に対して虐待への予

防的な対応から個々の家庭に応じた支援まで、切れ目なく対応する（こども家庭センター

型）事業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 2 か所 2 か所 17 か所 17 か所 17 か所

基本型 0 か所 0 か所 15 か所 15 か所 15 か所

特定型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

こども家庭センター型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

B 確保方策 2 か所 2 か所 17 か所 17 か所 17 か所

基本型 0 か所 0 か所 15 か所 15 か所 15 か所

特定型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

こども家庭センター型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

B － Ａ 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所

C 実績 2 か所

基本型 1 か所

特定型 0 か所

こども家庭センター型 1 か所

C - B －

13



⑦ 地域子育て支援拠点事業

公共施設、保育所、認定こども園等に、乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所

を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。

【量の見込みと確保方策】

⑧－１ 妊婦健康診査事業

妊婦を対象とした定期的な健康診査で、妊婦健康診査費用（14 回分）を助成する事

業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み

（延べ人数）
21,599 人 22,122 人 22,348 人 22,598 人 22,717 人

確保方策
実施機関：市

（実施体制・実施機関）

B 実績 19,606 人

B - A △ 1,993 人

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 6,081 人回 5,928 人回 5,856 人回 5,328 人回 5,253 人回

B 確保方策 18 か所 18 か所 18 か所 18 か所 18 か所

C 実 績 6,770 人回

18 か所

子育て支援・多世

代交流センター

3,846 人回

2 か所

いきいき交流セ

ンター

913 人回

1 か所

ぽかぽかつど

いの広場

189 人回

1 か所

民間保育所、

認定こども園

1,499 人回

10 か所

市立保育所 323 人回

4 か所

C - A 689 人回

C - B 0 か所
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⑧－２ 産婦健康診査事業

産婦を対象とした健康診査で、産後２週間及び１か月の２回、産婦健康診査費用を

助成し、産後うつ等のリスクを早期に把握し、支援につなげる事業です。

【量の見込みと確保方策】

⑨ 乳児家庭全戸訪問事業

子育ての孤立化を防ぐため、保健師等が乳児のいる家庭を訪問し、さまざまな不安や悩

みを聞き、子育てに関する情報提供を行う事業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み

（延べ人数）
3,317 人 3,448 人 3,532 人 3,568 人 3,608 人

確保方策
実施機関：市

（実施体制・実施機関）

B 実績 3,020 人

B - A △ 297 人

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 1,746 人 1,815 人 1,859 人 1,878 人 1,899 人

確保方策
実施機関：市

（実施体制・実施機関）

B 実 績 1,562 人

B-A △ 184 人
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⑩－１ 養育支援訪問事業

養育支援が必要な家庭に対し、子育てアドバイザーが養育に関する相談、指導、助

言、その他必要な支援を行う事業です。

【量の見込みと確保方策】

⑩－２ 子どもを守るための地域ネットワーク強化事業

児童相談所、警察署、病院等の関係機関との連携、情報の共有等により、要保護児童

等に対する支援体制を強化するとともに、職員の専門性の向上を図る事業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 25 人 25 人 25 人 25 人 25 人

確保方策
実施機関：市

（実施体制・実施機関）

B 実 績 21 人

B - A △ 4 人

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

確保方策 実施 実施 実施 実施 実施

実 績 実施
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⑩－３ 子育て世帯訪問支援事業

家事・育児等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラーがい

る家庭等に訪問支援員を派遣し、食事や掃除、育児などの支援を行う事業です。

【量の見込みと確保方策】

⑩－４ 児童育成支援拠点事業

養育環境等に課題を抱え、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、居場所とな

る場を開設し、多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相

談・支援、食事の提供等を行うとともに、児童及びその家庭の状況をアセスメントし、

関係機関へつなぐなど、児童の状況に応じた支援を包括的に提供する事業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 1,702 人日 1,680 人日 1,650 人日 1,610 人日 1,590 人日

B 確保方策 1,702 人日 1,680 人日 1,650 人日 1,610 人日 1,590 人日

B － Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

C 実績 597 人日

C - B △ 1,105 人日

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人

B 確保方策 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人

B － Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

C 実績 未実施

C - B －
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⑩－５ 親子関係形成支援事業

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、

講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達状況等に応じた

情報の提供、相談及び助言を行うとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相

互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける事業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人

B 確保方策 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人

B － Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

C 実績 未実施

C - B －
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⑪ 放課後児童健全育成事業

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童（小学校に就学している児童）に、放課後等に

適切な遊び及び生活の場を提供して、その健全な育成を図る事業です。本市では、この事業を

放課後学級及び学童クラブで実施します。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 5,639 人 5,495 人 5,322 人 5,113 人 4,912 人

小学校 1 年生 1,222 人 1,166 人 1,121 人 1,075 人 1,035 人

2 年生 1,250 人 1,181 人 1,127 人 1,083 人 1,039 人

3 年生 1,177 人 1,174 人 1,109 人 1,058 人 1,017 人

4 年生 958 人 919 人 917 人 866 人 826 人

5 年生 648 人 685 人 657 人 656 人 619 人

6 年生 384 人 370 人 391 人 375 人 376 人

B 確保方策 5,639 人 5,495 人 5,322 人 5,113 人 4,912 人

109 か所 110 か所 112 か所 112 か所 113 か所

B － Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

C 実 績 5,890 人

106 か所

学童クラブ 1,338 人

23 か所

放課後学級 4,552 人

83 か所

C - B 251 人
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⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業

保護者の世帯の所得状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払う

べき日用品、文房具等の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事

業です。

【量の見込みと確保方策】

⑬ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業

教育・保育施設や子ども・子育て支援事業の量的拡大を図るため、事業実施に関する相

談や手続きに関する支援等を行い、多様な事業者の新規参入を促進する事業です。

【量の見込みと確保方策】

⑭ 妊婦等包括相談支援事業

妊婦等に対して面談等を行い、心身の状況、その置かれている環境等の把握を行うほか、

母子保健や子育てに関する情報の提供、相談その他の援助を行う事業です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

確保方策 ― ― ― ― ―

実 績 ―

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

確保方策 実施 実施 実施 実施 実施

実 績 実施

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 5,289 回 5,499 回 5,631 回 5,688 回 5,751 回

確保方策
実施機関：市

（実施体制・実施機関）

B 実 績 3,275 回

B - A △ 2,014 回
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⑮ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）

保育所等において、満３歳未満の乳幼児に適切な遊び及び生活の場を与えるとともに、

保護者に対する子育てについての情報の提供、助言等を行う事業です。保護者の就労の有

無に関わらず、月一定時間までの利用可能枠の中で、時間単位で柔軟に保育所等を利用い

ただくことができます。

【量の見込みと確保方策】

※令和８年３月の国の調査に基づき、単位が【人日】から【人（月当たり）】に変更となり
ました。単位の変更による算出方法の変更はありません。

⑯ 産後ケア事業

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施する事業

です。

【量の見込みと確保方策】

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

0 歳児

A 量の見込み 32 人日 33 人日 33 人日 33 人日 33 人日

B 確保方策 39 人日 39 人日 39 人日 39 人日 39 人日

B － Ａ 7 人日 6 人日 6 人日 6 人日 6 人日

1 歳児

A 量の見込み 43 人日 41 人日 42 人日 42 人日 42 人日

B 確保方策 50 人日 50 人日 50 人日 50 人日 50 人日

B － Ａ 7 人日 9 人日 8 人日 8 人日 8 人日

2 歳児

A 量の見込み 36 人日 34 人日 32 人日 33 人日 32 人日

B 確保方策 54 人日 54 人日 54 人日 54 人日 54 人日

B － Ａ 18 人日 20 人日 22 人日 21 人日 22 人日

C 実績 16 人

0 歳児 6 人

1 歳児 5 人

2 歳児 5 人

C - B △ 127 人

2025 2026 2027 2028 2029

(R7)年度 (R8)年度 (R9)年度 (R10)年度 (R11)年度

A 量の見込み 226 人日 259 人日 289 人日 292 人日 295 人日

確保方策
実施機関：市

（実施体制・実施機関）

B 実 績 117 人日

B - A △109 人日
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６ 改訂について

以下のとおり、計画の改訂を行いました。

具体的施策 事業名 事業概要

Ⅰ－１－１

つながりの場づくりの推

進

公園等の遊び場の充実 こどもの意見等を踏まえながら、遊

具を設置、改修するとともに、安全に

ボール遊びができるよう防球ネット

を整備するなど、遊び場の充実を図

る。

また、公共施設等に屋内遊具を設置

し、夏季休業期間等における遊び場

を整備する。

Ⅱ－１－２

子育て世帯の交流拠点づ

くり

「わんぱーく・みと」、

「はみんぐぱーく・み

と」、「あかしあ」等の運

営充実、環境整備

こどもの遊び場や育児相談等ができ

る場、多世代が交流する場として、運

営充実を図る。あわせて、空調設備の

整備や照明のＬＥＤ化を進めるとと

もに、軒の修繕や防犯カメラの設置

等を行う。

Ⅲ－３－１

安心してこどもを預けら

れる環境づくり

保育施設の環境整備 市立保育所等において、空調設備の

整備、床暖房や給食調理室、デッキの

改修のほか、園庭の遊具の更新等を

進める。

また、老朽化した民間保育所の改築

支援を行う。

Ⅳ－４－１

発達に不安のあるこども

への支援

発達支援教室、言語指

導教室の充実、環境整

備

こども発達支援センター分室におい

て、体制の充実を図りながら、療育指

導、言語指導を行う。

あわせて、分室の照明のＬＥＤ化を

推進する。
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基本方針Ⅰ こども・若者が夢や希望を持ち将来を切り開くことができる環境づくり

基本施策１ こども・若者がのびのびとチャレンジできる環境づくり

具体的施策１ つながりの場づくりの推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

市民センターこどもスペースの充実
市民センターにおいて、小学生が放課後等に勉強
や遊びなど、自由に過ごすことができる場を提供
するとともに、全市民センターへの拡充を図る。

・開催箇所：32か所
・利用者：6,354人

※五軒市民センター、酒門市民センターは工事
のため、休止

こども政策
課

公園等の遊び場の充実

こどもの意見等を踏まえながら、遊具を設置、改
修するとともに、安全にボール遊びができるよう
防球ネットを整備するなど、遊び場の充実を図
る。
また、公共施設等に屋内遊具を設置し、夏季休業
期間等における遊び場を整備する。

・諏訪児童公園防球ネット設置
こども政策
課、公園緑
地課

学習・生活支援の充実
（別掲Ⅴ－２－１）

地域の学習支援ボランティアを活用し、無料の学
習会・生活支援を実施する。

・会場：８か所
・参加登録者：137人
・延べ参加者：2,795人

生活福祉課

新たなつながりの場づくりの推進
（別掲Ⅴ－２－２）

こども食堂の取組を支援するほか、多様かつ複合
的な困難を抱えるこどもたちが安全・安心に立ち
寄れる居場所づくりを推進する。
あわせて、こどもたちの意見を聴きながら、新た
なつながりの場づくりを検討する。

・ＪＡ水戸とこども食堂の連携支援
実施箇所：直売所５か所

・ボランティア養成講座の実施
・困難を抱える児童向けの居場所づくり

実施箇所：１か所
・新たなつながりの場づくりの検討

こども政策
課

具体的施策２ 青少年・若者のボランティア活動の促進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

水戸市サブリーダーズ会等のボランティ
ア活動の充実

高校生ボランティア団体である「水戸市サブリー
ダーズ会」の活動を支援するとともに、高等学校
との連携によるボランティアに参加しやすい環境
づくりを進めるなど、ボランティア意識の醸成に
努める。

・水戸市サブリーダーズ会
自主事業：３件
要請事業：27件

・高校生ボランティア
募集事業：17件
参加者：865人

生涯学習課

中学生おもてなしボランティア活動の推
進

キャリアプランに基づき、中学生のボランティア
活動を推進する。

・偕楽園梅まつりでのおもてなし活動
中学生：154名

・弘道館・三の丸歴史ロードでのおもてなし活動
第二中：36名

・偕楽園おもてなし活動
五軒小：70名

・水戸黄門漫遊マラソンでの選手への給水活動
中学生：760名（全校）

教育研究課

水戸市こども計画の各事業の取組実績について 参 考 資 料

基本方針Ⅰ
1



具体的施策３ 挑戦を応援する仕組みづくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

奨学金による支援
（別掲Ⅴ－２－１）

経済的理由により高等学校での修学が困難な生徒
に対して、奨学金を支給する。

・支給対象奨学生：28人 学校管理課

チャレンジ応援制度の創設
こどもの意見を十分に聴取しながら制度を創設
し、こどもの挑戦を応援する。

・他市事例調査
・こどもへのアンケートの実施
・庁内の取組調査

こども政策
課

具体的施策４ 活躍したくなる仕組みづくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

活動できる場の情報発信や市民サークル
等の交流促進

積極的かつ効果的にボランティア活動の情報を発
信するとともに、さまざまな活動を通した団体間
の交流を促進する。

・高校生ボランティア
募集事業：17件
参加者：865人

生涯学習課

行政、企業、市民団体等の地域プレイ
ヤーとの交流機会の創出

青少年育成団体や市が主催する事業への企画段階
からの参画を促進するとともに、地域プレイヤー
との出会いと交流の機会の創出を図る。

・サブリーダーズ会
会員：76人(23校)
要請事業への派遣：27件(延べ115人参加)

・高校生ボランティア
参加者：865人

・みと青年会
会員：24人
自主事業：４件

・水戸まちなかフェスティバルやちびっ子広場、
新春たこあげまつりへのサブリーダーズ会、みと
青年会の参加
・中学生による青少年育成推進会議と市の共催事
業の企画・運営
・対象者の代表者で組織される実行委員会による
市二十歳のつどいの企画・運営

生涯学習課

基本方針Ⅰ
2



具体的施策５ 多様な体験活動の促進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

青少年育成団体等の活動支援
青少年育成団体等の自主的な活動を支援するとと
もに、新たな担い手の育成に努める。

・活動支援：11件
少年の主張大会、青少年若者体験事業、中学生

交流会、スポーツフェスティバル、チャレンジ体
験会など

生涯学習課

少年自然の家における体験活動の充実

豊かな自然と人との交流を通した魅力ある体験プ
ログラム等の充実を図る。
また、空調設備の整備など、施設の環境整備を推
進する。

・利用者（年間延べ）：20,791人 生涯学習課

交流の場の創出

高校生のボランティア活動への参加を通した、さ
まざまな大人との交流の機会を創出するほか、若
者のボランティア団体である「みと青年会」の活
動を支援する。

・サブリーダーズ会
会員：76人(23校)
要請事業への派遣：27件(延べ115人参加)

・高校生ボランティア
参加者：865人

・みと青年会
会員：24人
自主事業：４件

生涯学習課

植物公園、森林公園・周辺地域等におけ
る体験の充実

植物公園において、体験型イベント等の充実を図
る。
また、森林公園において、周辺の地域資源を生か
したイベント等を実施する。

・学習シートによるクイズラリーの実施
・夏休みこども教室の開催
・果物収穫、野菜作り等の農業体験の実施
・森づくり体験等の森林環境教育の実施
・山歩き体験等の自然環境を生かしたイベントの
実施

農政課、公
園緑地課

植物公園、森林公園の再整備

植物公園の第２期リニューアル整備の完了を目指
す。
また、森林公園について、新たな再整備プログラ
ムを策定するとともに、民間活力も活用した整備
を行う。

・植物公園
第２期リニューアル測量

・森林公園
森林公園再整備プログラム（第２次）の策定

農政課、公
園緑地課

芸術文化に親しむ機会の充実
水戸芸術館による「小学生のための演劇鑑賞
会」、「中学生のための音楽鑑賞会」等を開催す
る。

・小学生のための演劇鑑賞会
対象：市内全校の４年生

・水戸室内管弦楽団子どものための音楽会
対象：市内全校、周辺市町村小学校の５年生

・中学生のための音楽鑑賞会
対象：市内全校の１年生

・水戸子どもミュージカルスクール
対象：市内の小学４年生から中学３年生の希望

者

文化交流課

基本方針Ⅰ
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事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

読書活動の推進

乳児へ絵本を配布する「親子で絵本事業」や読み
聞かせを実施するとともに、学校図書館支援員に
よる市立小・中学校における読書活動支援を推進
する。
また、（仮称）南部図書館の整備の検討を進め
る。

・「親子で絵本事業」の実施
92回 993人

・学校図書館支援員による小・中学校における読
書活動支援の実施
・（仮称）南部図書館整備検討に関する有識者会
議の開催 ５回

中央図書館

博物館等の魅力づくり
博物館、内原郷土史義勇軍資料館において、特別
展・企画展を実施するとともに、埋蔵文化財セン
ターにおける体験教室等の充実を図る。

・埋蔵文化財センター
企画展示の開催 来場者数：1,752人
考古学をテーマとした各種体験教室の開催

土器作り・塩作り体験教室 参加者：49人
かやぶき体験教室 参加者：12人
縄文服装体験教室 参加者：102人
勾玉作り教室 参加者：281人

・埋蔵文化財センター修繕工事
トイレ天井、屋根防水改修工事

・博物館
・特別展の開催：２回
・企画展の開催：１回

歴史文化財
課（埋蔵文
化財セン
ター、博物
館、内原郷
土史義勇軍
資料館）

スポーツを楽しめる環境づくり

あらゆるスポーツにチャレンジできる環境づくり
に取り組むとともに、国際・全国大会等で活躍す
る選手の育成に努める。
あわせて、プロスポーツチーム等との連携によ
り、「みるスポーツ」の充実を図る。

・全国大会等への出場者：234人
・スポーツ大会参加補助金の支給
・大会出場前や優秀な成績を収めた選手の懸垂幕
の設置
・MITO BLUE PRIDE 2025の開催
・第10回記念水戸黄門漫遊マラソン

ボランティア参加者：6,215人

スポーツ課

アダストリアみとアリーナの機能強化
こどもや子育て世帯も利用できる居室スペースを
整備する。

・メインアリーナ観客席等改修工事
体育施設整
備課

運動遊びを楽しめる環境づくり

こども、親子向けのスポーツイベントを開催する
とともに、プロスポーツチームによる幼稚園、保
育所、小・中学校等を対象としたスポーツ教室を
実施する。

・スポーツイベントの開催 参加者：9,708人
いばらき県央地域スポーツフェスティバル
スポーツ・健康フェスティバル
ボールゲームフェスタ2025
プレースポーツみと2025
Fun!Fan!スポーツフェスタinみと2025

・プロスポーツチームによるスポーツ教室の実施
参加者：5,711人

スポーツ課

基本方針Ⅰ
4



具体的施策６ こども・若者の主体性を尊重する仕組みづくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

こども・若者の意見の政策反映

メンバー登録制によりアンケートを行う「みとっ
こ未来クラブ」や市立小・中学校の１人１台端末
を活用するなど、こども・若者の意見の聴取を推
進するとともに、政策への反映を図る。

・みとっこ未来クラブアンケートの実施
４回

・水戸市第７次総合計画ーみと魁・Nextプランー
【こども版】への意見の反映

こども政策
課

若者との協働による政策立案の推進
まちづくりへの意識を醸成するほか、大学生等を
対象とした政策提言発表会を開催するなど、若者
が政策立案に参加する機会の拡充を図る。

・大学生によるまちづくりに対する提案の実施
（行政懇談会）

常磐大学 ２組７人
茨城大学 ６組28人

・高校生による政策提言の実施（行政懇談会）
常磐大学高等学校 ６組23人、個人３人
水城高等学校 ６組20人

・いきいき出前講座の実施 ４回

政策企画課

高校生、大学生等との行政懇談会、市政
モニター制度による広聴機会の充実

高校生や大学生、若い世代がまちづくりについ
て、学びを深め、市長と意見交換を行うなど、広
聴機会の充実を図る。

・高校生、大学生等との行政懇談会の開催
４回／年

・市政モニター制度
委嘱人数：22名
提言数：16件

みとの魅力
発信課

基本方針Ⅰ
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基本施策２ こどもが個性を伸ばし未来を生きる力を身に付けることができる環境づくり

具体的施策１ 質の高い幼児教育・保育の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

市立幼稚園・保育所共通教育・保育カリ
キュラムの推進

市立幼稚園、保育所等において、共通カリキュラ
ムを推進するとともに、指導主事による保育士等
への訪問指導を行い、質の高い幼児教育・保育を
提供する。

・水戸市立幼稚園、保育所共通 教育・保育カリ
キュラムの推進
・総合教育研究所指導主事及び幼児保育課指導担
当による保育士等への訪問指導

幼児保育課

幼児教育から学校教育への円滑な接続の
推進

私立幼稚園、民間保育所等と連携しながら、「水
戸市アプローチ・スタートカリキュラム」を推進
する。

・水戸市版「架け橋カリキュラム」の策定
・幼児教育と小学校教育接続のための協議会の開
催

幼児保育課

具体的施策２ 水戸スタイルの教育の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

チャレンジプラン（確かな学びと学習意
欲を高める教育）の推進

学力向上サポーターを配置するとともに、AIドリ
ルの活用による課題の克服に努める。
あわせて、教育データを活用したきめ細かな学習
指導・支援を行うなど、こどもの学力向上を図
る。

・確かな学びの定着
学習の終末や自主学習、家庭学習におけるAIド

リルの活用
学力向上サポーター：48校54名配置
水戸市版教育ダッシュボードの運用：全校

・自ら学ぼうとする意欲の推進
大学との連携事業「Future College」
数学・学習相談「SPOT in MITO」

・全国学力・学習状況調査結果（対全国平均）
小６ 国語＋1.2 算数＋1.0 理科＋1.9
中３ 国語＋0.7 数学＋1.7 理科＋12スコア※

※中学校理科においては、正答・誤答が、問題の特性（難易
度、測定精度）によるのか、学力によるのかを区別して分析
し、学力スコアを推定する統計理論であるIRTスコアで公表
している。

教育研究課

グローバルプラン（世界で活躍できる資
質を磨く教育）の推進

グローバルな社会に対応できる人材を育成するた
め、英語指導助手（ＡＥＴ）の効果的な活用によ
る英会話力の向上を図るとともに、1人1台端末に
よる情報を活用できる能力の育成に努める。
あわせて、防災リーダー等の次世代リーダーの育
成を推進する。

・英会話力の向上
AETの配置：39名
英検３級相当以上の生徒（中３）の割合：58％
English Activities Programの実施
オンライン英会話の実施 参加者：17名
市独自の英語学習教材の開発・活用

・情報を活用できる能力の育成
１人１台端末の日常的な活用
（平常時の７日間アクティブ台数90%以上）

・次世代リーダーの育成
次世代エキスパート育成事業５コース
参加者：116名
防災リーダー育成事業 参加者：16名

教育研究課

キャリアプラン（郷土を愛し、豊かな感
性を磨く教育）の推進

日本遺産や社会科副読本を活用し、郷土水戸を愛
する心を育むとともに、水戸芸術館や市民会館と
連携した芸術教育を推進する。
また、自然教室等の体験学習の充実を図り、水戸
人として必要な資質を育成する。

・郷土を愛する心を育てる教育
社会科副読本での「水戸教学」の学習
水戸城大手門や二の丸角櫓での現地学習など
日本遺産の校外学習等における活用

・芸術教育の推進
「小学生のための演劇鑑賞会」、「中学生のた

めの音楽鑑賞会」等の実施
・中学校 職場体験学習

３日間以上実施：14校
・体験学習の充実

船中泊を伴う自然教室の実施（中２）
満足度：99.3％

教育研究課

基本方針Ⅰ
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事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

ふれあいプラン（いのちや人権を大切に
する教育）の推進

いじめの未然防止に向け、あいさつ運動を実施す
るとともに、ＳＮＳによるいじめに関する講演会
を開催する。あわせて、スクールカウンセラー等
による支援を行うなど、いじめの早期発見、早期
対応に取り組む。
また、人権教育等の充実を図る。

・いじめ未然防止の取組
あいさつ運動の実施
いじめ解決フォーラムの実施：全校
SNSによるいじめ防止に関する講演会の開催：

全中学校
・いじめの早期発見・早期対応の取組

校内オンライン相談窓口開設：全校
心の教室相談員の配置：全中学校
いじめの実態調査の実施：年６回以上
いじめ解消率：99.5%（令和６年度実績）

※令和７年度実績は、令和８年８月に集計
こころの健康観察の活用：全小中学校

・人権課題に関する教育
いじめをなくそう人権教室の実施：全校

教育研究課

基本方針Ⅰ
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具体的施策３ 豊かな人間性を育む教育の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

水戸産品を取り入れた魅力的な学校給食
を通した食育の推進
（別掲Ⅳ－３－１）

児童生徒への食に係る指導の充実を図るほか、学
校給食における地場農産物等の積極的な活用を推
進する。

・地産地消強化月間「茨城を食べようウイーク」
における地場産物の活用割合

73.8％
・「MITOごはん」

提供回数：月平均3.0回

学校保健給
食課

健やかな体づくりの推進
（別掲Ⅳ－３－１）

体力アップ推進プランに基づく取組を実践するな
ど、学校体育・健康教育の充実を図る。

・体力アップ推進プランに基づく活動の充実
教員の授業改善、指導力向上
大学との連携
体力テストA＋Bの割合

小学校48.6%（県平均46.0%）
中学校59.4%（県平均55.4%）

・性教育・健康教育の推進
性教育講演会、薬物乱用防止教室の実施

教育研究課

地域と連携した教育環境づくりの推進
学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）
を推進するとともに、ホームページを活用した情
報発信を行う。

・地域住民の学校運営への参画
研修会の実施：年２回
学校運営協議会による学校協働活動

年１回以上の実施：全校
・ホームページ等を活用した身近な情報発信

教育研究課

体罰や不適切な指導の防止
学校における体罰や不適切な指導の防止に向け、
研修を実施するとともに、部活動については、活
動方針に基づく指導を推進する。

・各学校における職員研修等の実施
・水戸市部活動指導員研修の実施：年２回
・市ホームページへの「水戸市部活動指導方針」
の掲載

学校管理
課、教育研
究課

命を大切にする心を育む動物愛護の推進

動物愛護センターにおいて、親子見学会を開催す
るほか、小・中学校において、「動物ふれあい教
室」を実施するなど、動物愛護の意識の醸成を図
る。

・親子見学会
回数：８回
参加者：16組42人

・動物ふれあい教室
回数：２回
参加者：175人

保健衛生課

環境学習の推進

清掃工場「えこみっと」における施設見学会、千
波湖における体験型の学習会等を開催する。
また、学校教育における環境学習・教育の実施に
より、環境保全に対する意識の醸成を図る。

・清掃工場「えこみっと」見学会
小学校36校（2,155名）

・まなぼう えこみっと
２回開催
参加者：733名（うち小学生以下 310名）

・千波湖環境学習会
・水戸市環境フェア2025
・環境副読本（水戸の川）の作成・配布

市内全小学校に配布（５年生対象）
・行政懇談会における環境授業の実施

環境保全
課、清掃事
務所

基本方針Ⅰ
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具体的施策４ 快適な学習環境の整備

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

学校施設長寿命化改良事業
建築後40年を経過している学校施設について、長
寿命化改良事業を推進する。

・校舎
寿小学校 本体工事
妻里小学校 本体工事
緑岡小学校 実施設計

学校施設課

学校施設緊急安全対策事業
児童生徒の学習環境に直結する施設設備につい
て、集中的に修繕を実施する。

・令和７年度学校修繕要望受付数
小学校：237件（対応済 155件）
中学校：142件（対応済 83件）
合 計：379件（対応済 238件）

・令和７年度屋上防水改修工事
実施設計

寿小学校屋内運動場
工事

笠原中学校校舎
渡里小学校屋内運動場

学校施設課

学校施設のバリアフリー化の推進
学校施設の段差解消、屋内運動場への多機能トイ
レの設置を進める。

・屋内運動場多機能トイレ設置
城東小学校 工事
双葉台小学校 実施設計

・多機能トイレへの移動経路の段差解消

学校施設課

屋内運動場への空調設備整備
市立小・中学校全校の屋内運動場に空調設備を設
置するとともに、屋内運動場のトイレの洋式化を
進める。

・実施設計（小学校１校、中学校16校） 学校施設課

屋内運動場のトイレ洋式化の推進
市立小・中学校全校の屋内運動場のトイレの洋式
化を進める。

・実施設計（小学校１校、中学校16校）
※屋内運動場への空調設備整備事業と一体的に実
施

学校施設課

学校施設の増改築

児童生徒の増加に伴う校舎の増改築として、酒門
小学校、吉沢小学校、第四中学校の増築完了を目
指すとともに、飯富小・中学校について、整備に
着手する。

・校舎増築実施設計
吉沢小学校（令和８年度繰越）

・校舎増築工事
酒門小学校
第四中学校（令和７～８年度継続事業）

学校施設課

基本方針Ⅰ
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基本施策３ 若者が自分らしく生き生きと暮らすことができる環境づくり

具体的施策１ 魅力を感じる多様な働く場の創出

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

創業・スタートアップ支援の充実
創業相談、創業期・創業後に活用できる補助金の
交付など、創業者の事業活動の段階に応じた多様
な支援を行う。

・創業支援事業等計画推進事業等による新規創業
件数（令和７年度末までの累計）：1,299件
・創業期支援補助金：14件
・創業支援利子補給金：141件

商工課

中小企業の成長支援

産業活性化コーディネーターの企業訪問等による
経営力強化の支援とともに、人手不足の解消、Ｄ
Ｘの推進に向けた支援など、事業の継続・拡大を
促進する。

・産業活性化コーディネーターの配置
支援企業：342社（累計）
企業訪問：1,297回

・事業承継個別相談会参加者数：３件
・中小企業振興支援補助金：38件

商工課

企業立地の促進

企業誘致コーディネーターによる誘致活動を進め
るとともに、市独自の企業立地促進補助制度等の
活用を促進する。
また、企業誘致適地登録制度等により、企業と未
利用地のマッチングを図る。

・企業誘致による立地事業所（累計）:39件
※うち、サテライトオフィス等誘致件数:７件 商工課

ライフスタイルにあわせた働きやすい環
境づくり

国・県、茨城県社会保険労務士会等と連携しなが
ら、働き方改革推進に関する周知・啓発を図る。
また、テレワーク導入に係る費用を補助するな
ど、多様な働き方の実現を支援する。

・国や県の働き方改革に係る支援策の周知
・労務相談会の実施（月１回）
・働き方改革に関する企業向けセミナー及び個別
相談会の開催（カスハラ対策）
・テレワーク導入促進補助金：１件

商工課

基本方針Ⅰ
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具体的施策２ 豊かに楽しみながら暮らせるまちの魅力の発信

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

魅力ある働く場のＰＲ
企業紹介ＷＥＢサイトや説明会を通して、企業の
情報を発信するほか、事業者に対して、採用力向
上セミナーを開催する。

・企業紹介ＷＥＢサイト
掲載企業：96社

・いばらき県央地域オンライン合同企業説明会
（年１回）
・茨城県と共催による就職面接会（年５回）
・採用力向上セミナー（年１回）

商工課

若い世代の「みとリターン」の促進強化

若い世代と本市がつながり続ける新たなプラット
フォームを構築し、本市の暮らしや仕事に関する
情報を発信することにより、就職による定住及び
ＵＪターンを促進する。

・県央地域の高校生及び大学生に対するアンケー
トの実施

回答数：高校生6,795人、大学生327人
・若い世代に特化した新たな情報発信媒体の構築
に向けた方針整理
・新たな情報発信媒体の構築に向けた市内高校
生・大学生との企画ワークショップの実施

参加者：13人

政策企画課

まちづくりの新たなプレイヤーの発掘・
支援

商店街団体や事業者等との連携により、まちなか
で活動するプレイヤーの発掘・支援を行うととも
に、活動しやすい環境づくりに取り組む。

・ロボッツまちづくり会議の開催
・民間団体による南町自由広場の使用件数：５件
・にぎわい創出を目的とした民間団体によるイベ
ント開催の後援：10件

商工課

若い世代に伝わる手法による情報発信

各種SNS等の媒体を活用するほか、「広報みと」
のデジタル化の推進を図るなど、若い世代にとっ
て分かりやすく、関心を持てるよう工夫しなが
ら、時代やニーズに合わせた情報を発信する。

・市公式LINE登録者数：89,185人
・市公式Xフォロワー数：56,794人
・市公式YouTube再生回数：5,484,137回
・市公式Instagramフォロワー数：9,187人

みとの魅力
発信課

水戸市の多彩な魅力を発信する特設サイ
トによるPR

食や芸術、文化、人など、さまざまな視点で水戸
市の魅力を集約した特設サイトを開設し、ＰＲを
実施する。

サイトへ掲載する記事作成を進め、令和８年度中
のサイト公開を目指す。

みとの魅力
発信課

具体的施策３ 新生活の支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

結婚支援の充実
結婚を希望する若い世代に出会いの機会を提供す
るとともに、新婚世帯に対して、住宅賃借、引越
費用等を支援する。

・連携中枢都市圏構成市町村との連携による交流
型のイベントの開催

開催場所：水戸市、小美玉市、茨城町
参加者：男性58人、女性54人
マッチング者数：38人

・結婚新生活補助金
補助件数：138件（うち夫婦ともに29歳以下の

世帯 107件）

こども政策
課

基本方針Ⅰ
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基本方針Ⅱ まち全体でこどもを育む環境づくり

基本施策１ 子育てを支える環境づくり

具体的施策１ 多様なニーズに対応した子育て支援サービスの充実

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

ファミリー・サポート・センター事業の
充実

子育ての援助を受けたい人（利用会員）に対し、
援助をしたい人（協力会員）が、こどもの預かり
や送迎等の援助活動を行う。

・ファミリー・サポート・センター １か所
総会員：1,358人
年間利用数（延べ）2,781人

こども政策
課

一時預かり、病児・病後児保育の充実、
利便性向上

公共施設や保育所等を活用した一時預かり、病
児・病後児保育を推進するとともに、サービスの
利用手続きのオンライン化を進める。

・一時預かり事業
実施箇所：89か所
年間利用者（延べ）55,003人

・病児保育事業
実施箇所：７か所
年間利用者（延べ）：504人

こども政策
課

子育て支援相談員による相談支援の充実
（別掲Ⅱ－２－１）

子育て支援相談員等が子育て世帯のサービス利用
に関する情報の提供や相談等を行うとともに、実
施箇所の拡充を図る。

・子育て支援相談員１名配置
電話による情報の提供、相談支援
子育て支援施設への訪問による対面支援等

こども政策
課

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園
制度）の実施

保護者の就労の有無に関わらず、月一定時間、柔
軟に保育所等を利用できる取組を実施する。

・実施施設：11施設
・利用可能枠：52人

幼児保育課

具体的施策２ 子育て世帯の交流拠点づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

「わんぱーく・みと」、「はみんぐぱー
く・みと」、「あかしあ」等の運営充
実、環境整備

こどもの遊び場や育児相談等ができる場、多世代
が交流する場として、運営充実を図る。
あわせて、空調設備の整備や照明のＬＥＤ化を進
めるとともに、軒の修繕や防犯カメラの設置等を
行う。

・子育て支援・多世代交流センター
２か所
利用者：46,146人

・いきいき交流センターあかしあ
利用者：28,995人
１日当たり利用者数：98.8人

（あかしあの子育て支援事業分を含む）

高齢福祉
課、こども
政策課

地域子育て支援拠点事業、市民センター
子育て広場等の運営充実

保育所や認定こども園等において、子育てに関す
る講座や育児相談等を実施するほか、各市民セン
ターにおいて、地域団体が主体となり、子育て中
の親子が交流できる広場を運営する。

・地域子育て支援拠点事業
11か所
（公共施設１か所、民間保育所等10か所）

・市民センター子育て広場
33か所

こども政策
課

基本方針Ⅱ
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具体的施策３ 子育て世帯が外出しやすい環境づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

バリアフリー・ユニバーサルデザインの
推進

バリアフリー環境の整備を推進するほか、小・中
学校において、公共交通に係るバリアフリー教室
を開催する。

・水戸市バリアフリー環境整備推進協議会の開催
全体会：２回
こころのバリアフリー部会：１回

・バリアフリー教室の開催
小学校：５校

・バリアフリーマップ作成アプリの活用推進
WheeLog活動への参加：１回

交通政策課

心のバリアフリーのまちづくり

障害児（者）差別解消相談窓口における相談支援
を行うとともに、障害児（者）に関する理解を促
進する講座等を開催する。
あわせて、合理的配慮の提供に取り組む事業者に
対する支援を行う。

・水戸市バリアフリー環境整備推進協議会
こころのバリアフリー部会の開催（１回）

・障害児（者）差別解消相談窓口の運営
・こころの健康講座、家族教室の開催
・ふれあいのひろばの開催
・心のバリアフリー等に関する講演会の開催
・合理的配慮の提供に取り組む事業者に対する補
助事業（令和７年度支給実績:０件）

交通政策
課、障害福
祉課

具体的施策４ 子育てに関する情報発信の充実

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

SNS等を活用した子育てに関する情報の
発信

こどもの遊び場や相談窓口、サービスなど、子育
てに関する情報について、SNSや「みとっこ子育
て応援アプリ」、子育て支援サイト「水戸市子育
てナビみとっこ１丁目」等を活用し、効果的に発
信を行う。

・「みとっこ子育て応援アプリ」、「水戸市子育
てナビみとっこ１丁目」の活用

こども政策
課

子育て支援アプリ「みとっこ子育て応援
アプリ」の機能拡充
（別掲Ⅲ－２－２）

こどもの年齢に応じた情報を提供するとともに、
各種給付申請など保護者のニーズを踏まえなが
ら、機能の拡充を図る。

・アプリ登録者数：約5,500人
・プッシュ通知による情報提供
・健診・教室、相談窓口、施設検索、予防接種等
の情報を掲載
・一時預かり、育児教室等の予約手続き機能

こども政策
課

子育て支援サイト「水戸市子育てナビみ
とっこ１丁目」の充実
（別掲Ⅲ－２－１、Ⅳ－１－１）

子育て世帯の多様なニーズに対応した各種サービ
スについて、分かりやすく情報を発信するととも
に、情報内容の充実を図る。

・「水戸市子育てナビみとっこ１丁目」を活用し
た情報発信
・サイトの構成見直し等に係る改修の実施

こども政策
課

多様な相談先に関する情報発信
（別掲Ⅱ－２－１）

「みとっこ子育て応援アプリ」、子育て支援サイ
ト「水戸市子育てナビみとっこ１丁目」、SNSな
どを活用して、多様な相談先に関する情報発信を
行う。

・「みとっこ子育て応援アプリ」、「水戸市子育
てナビみとっこ１丁目」を活用した情報発信

こども政策
課

子育て支援相談員による情報の提供
子育て支援相談員がサービスや教室、遊び場な
ど、子育て世帯のニーズに合わせた情報を提供す
る。

・子育て支援相談員による情報の提供
こども政策
課

基本方針Ⅱ
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基本施策２ 悩みや不安を相談しやすい環境づくり

具体的施策１ 身近に相談できる環境づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

「こども家庭センター」における相談支
援
(別掲Ⅲ－２－１、Ⅳ－１－１、Ⅴ－１－
１、Ⅴ－１－２）

児童福祉と母子保健を一体的に推進する「こども
家庭センター」において、個々の家庭に応じた相
談支援を行う。

・児童及び妊産婦の福祉や母子保健に係る相談、
情報提供、指導、健康診査等の実施

子育て支援
課

「わんぱーく・みと」、「はみんぐぱー
く・みと」、「あかしあ」等における相
談の充実

「わんぱーく・みと」、「はみんぐぱーく・み
と」、「あかしあ」、地域子育て支援拠点等にお
いて、子育てについての相談、情報の提供、助言
等を行う。

・わんぱーく・みと等における相談支援
こどもの発育、発達、体型等に関すること
親の育児ストレスや不安等に関すること

こども政策
課

子育て支援相談員による相談支援の充実
（別掲Ⅱ－１－１）

子育て支援相談員等が子育て世帯のサービス利用
に関する情報の提供や相談等を行うとともに、実
施箇所の拡充を図る。

・子育て支援相談員１名配置
電話による情報の提供、相談支援
子育て支援施設への訪問による対面支援等

こども政策
課

子育てに関するオンライン相談窓口の開
設
（別掲Ⅲ－２－１、Ⅳ－２－２）

子育てに関する悩みや不安を相談できるオンライ
ン相談窓口を設置する。

令和８年７月に開始する水戸市小児オンライン医
療相談の相談実績等の分析を行い、必要性を含
め、再検討を行う。

子育て支援
課

多様な相談先に関する情報発信
（別掲Ⅱ－１－４）

「みとっこ子育て応援アプリ」、子育て支援サイ
ト「水戸市子育てナビみとっこ１丁目」、SNSな
どを活用して、多様な相談先に関する情報発信を
行う。

・「みとっこ子育て応援アプリ」、「水戸市子育
てナビみとっこ１丁目」を活用した情報発信

こども政策
課

基本方針Ⅱ
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基本施策３ 子育てと仕事を両立できる環境づくり

具体的施策１ 共働き・共育ての推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

仕事と家庭の両立の推進

市内中小企業に対して、育児休業取得やくるみん
認定の取得促進に資する支援策の周知を行うほ
か、茨城県社会保険労務士会等との連携によりセ
ミナーや相談会を開催する。

・国や県の育児休業取得推進、くるみん認定の取
得促進に係る支援策の周知

商工課

具体的施策２ 性別にかかわらずに活躍できる就業環境づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

性別にかかわらずワーク・ライフ・バラ
ンスを大切にできる環境づくり

市内中小企業に対して、国の育児・介護休業制度
の整備等に向けた情報提供を行うとともに、働き
方改革等に関するセミナーを開催する。

・商工課との連携によるワーク・ライフ・バラン
ス講座の開催

１回（参加事業所：29事業所）

男女平等参
画課

女性の就業支援、キャリアアップ講座の
開催

女性の復職、起業、キャリアアップに関する講座
を開催するとともに、労働に関する悩みや問題に
対する相談支援を行う。

・女性の就業支援講座（ミドルシニア世代）
１回（参加者25人）

・女性のキャリアアップ講座
３回（参加者36人）

・女性の起業講座
１回（参加者15人）

・女性のための労働相談
２件

男女平等参
画課

基本方針Ⅱ
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基本施策４ 家庭、地域の教育力の向上支援

具体的施策１ 家庭、地域の教育力の向上支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

家庭教育講演会、家庭教育学級等の推進
市民センター等において、家庭教育講演会や家庭
教育学級などを開催するほか、私立幼稚園、民間
保育所等において、出前講座を行う。

・家庭教育講演会、家庭教育学級等の開催
市民センター家庭教育関係一般教養講座：138

回
みと好文カレッジ家庭教育講座：17回
テーマ：ねむりで育む子どものリズム 等

・家庭教育出前講座の実施
保育園：１園

生涯学習課

訪問型家庭教育支援事業の推進
悩みを持ち、支援を希望するこどものいる家庭に
対し、家庭教育支援員が家庭や市民センターなど
を訪問し、個別相談等を実施する。

・訪問型家庭教育支援事業訪問世帯
80世帯

生涯学習課
（みと好文
カレッジ）

地域人材を活用した地域の教育力向上支
援

講座や研修会等により、地域におけるさまざまな
取組の担い手となる人材を育成し、地域の教育力
の向上を図る。

・地域学校協働活動実施地区
18小学校区

・スクールボランティア活動の登録者数
1,850人（幼稚園156人、小学校1,312人、中学

校382人）

生涯学習課

基本方針Ⅱ
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基本施策５ こどもの安全を確保する環境づくり

具体的施策１ こどもの通学時等の安全対策の充実

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

交通安全意識の普及・啓発

学校等において参加・実践型の交通安全教室を開
催し、交通ルールや自転車の乗り方などの指導を
行うほか、警察や水戸地区交通安全協会水戸支部
と連携した啓発活動を実施する。

・交通安全教室
幼稚園、小中学校：135回
その他：18回

生活安全課

スクールゾーン、ゾーン３０プラス、
キッズゾーンの整備

市立小・中学校、ＰＴＡ、警察等と連携し、通学
路の調査を行いながら、スクールゾーン、ゾーン
３０プラスの整備を進める。
また、キッズゾーンにおける安全対策を推進す
る。

・横断旗の活用、キッズゾーンの周知
・スクールゾーン標識設置

２か所（令和７年度設置分）
・ゾーン30プラス設置：千波地区
・通学路交通安全プログラムに基づく交通安全対
策の推進

幼児保育
課、生活安
全課、道路
管理課、学
校保健給食
課

通学路における歩道等の整備

市立小・中学校、ＰＴＡ、警察等と連携し、通学
路の調査を行いながら、歩道やガードレール、
カーブミラー等の交通安全施設の整備を推進す
る。

・歩道の整備：1,929ｍ
・防護柵：283ｍ
・グリーンライン：628㎡
・カーブミラー：43基

道路建設
課、土木補
修事務所、
内原建設事
務所

スクールガードによる見守り活動の促進
登下校時におけるこどもたちの安全を見守るス
クールガードの活動を促進する。

・登録者数：6,134人 生涯学習課

具体的施策２ 犯罪被害防止対策の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

自主防犯活動の推進
地域の犯罪を未然に防ぎ、こどもたちの安全を守
るため、自主防犯活動団体によるパトロール等を
促進する。

・自主防犯パトロール団体：21団体
・青色パトロール車登録台数：66台

生活安全課

犯罪の未然防止に向けた市民、地域、関
係団体等の連携強化

安全なまちづくりモデル地区において、町内会、
小・中学校、自主防犯活動団体等との協働による
犯罪の未然防止に向けた取組を推進するととも
に、その成果を他地域においても展開する。

渡里地区をモデル地区に指定（２期目） 生活安全課

防犯設備の充実
犯罪の未然防止や歩行時等の安全確保に向け、地
域と連携しながら、ＬＥＤ防犯灯の新設等を促進
するとともに、防犯カメラの拡大に取り組む。

・町内会等への防犯灯設置補助台数：110台
・市設置の防犯カメラ新設台数：２台
・市設置のAI防犯カメラ新設台数：４台

生活安全課

消費者教育の推進

中学生、高校生に対し、成年年齢引き下げを踏
まえた意識啓発を推進するとともに、保護者に向
けて、こどもの消費トラブルに関する情報提供を
行う。
また、デジタル化による消費者トラブルやその対
処法等についての出前講座を実施する。

・消費生活に関する講座等
参加者：2,175人

・ＳＤＧｓをテーマにした動画を２本作成し、市
ホームページにおいて公開、学校等の授業で活用

動画再生回数 合計187回
・消費啓発のwebコンテンツの配付（中学３年
生）
・保護者に対するチラシ配布（中学３年生）
・成年年齢引き下げに関する消費啓発のパンフ
レット配布（高校２年生）

５校

市民生活課

基本方針Ⅱ
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基本施策６ こども・若者の権利に関する普及・啓発

具体的施策１ こども・若者の権利に関する普及・啓発

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

こども基本法やこどもの権利条約に関す
る普及・啓発

こども・若者が権利の主体であることを社会全体
で共有するため、こども基本法やこどもの権利条
約に関して、市ホームページ、SNSを活用した情
報発信を行うなど、普及・啓発を推進する。

・こども基本法に関する市ホームページ、市こど
も向けホームページの公開
・市立小・中学校の児童生徒、保護者に対する１
人１台端末や保護者連絡ツールを活用した周知
・本庁舎１階のモニターを活用した周知

こども政策
課

基本方針Ⅱ
18



基本方針Ⅲ こどもを健やかに育てることのできる環境づくり

基本施策１ 子育て世帯の経済的負担の軽減

具体的施策１ 妊娠、出産に係る経済的負担の軽減

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

妊婦支援給付金、出産育児一時金の給付
妊産婦に対し、妊婦支援給付金を支給するほか、
国民健康保険加入者の出産費用に対して一時金を
支給する。

・妊婦支援給付金（妊婦またはこども１人当たり
５万円の支給）

出産、子育て応援ギフト：286人
妊婦支援給付金（１回目）：1,680人
妊婦支援給付金（２回目）：1,394人

・出産育児一時金
110人

こども政策
課、国保年
金課

妊産婦健康診査の支援
(別掲Ⅳ－１－２)

妊婦一般健康診査及び妊婦歯科健康診査、産婦健
康診査に係る費用を助成するとともに、産後の初
期段階における母子のリスクの早期発見・早期支
援に努める。
また、経済的な困難を抱える妊婦に対する支援を
行う。

・妊婦健診
受診率：81.3%

・産婦健診
産後２週間受診率：94.8%

EPDS9点以上：178人
産後１か月受診率：98.3%

EPDS9点以上：126人

子育て支援
課

不妊治療費、不育症治療費の助成
一般不妊治療費、不妊ステップアップ治療費とと
もに、不育症治療費の助成を行う。

・一般不妊治療費
助成件数（延べ）：288件

・不妊ステップアップ治療費
助成件数（延べ）：476件

・不育症治療費
市制度：助成件数（延べ）：９件
国制度：助成件数（延べ）：１件

子育て支援
課

妊産婦に係る医療福祉費の助成（妊産婦
マル福）

産科・婦人科や調剤薬局等における保険診療分の
一部負担金に対する助成を行う。

・受給者数：1,160人
・件数：10,254件

国保年金課

基本方針Ⅲ
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具体的施策２ 子育てに係る経済的負担の軽減

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

新入生応援金の給付
経済的負担の軽減を図るため、学びの環境を整え
るための支援として、小・中学校の入学時に監護
者に対し、応援金を支給する。

・こども１人当たり３万円の支給
小学生：2,130名
中学生：2,263名

こども政策
課

０～２歳児保育料の軽減、段階的無償化
０～２歳児の保育料を軽減するほか、第２子の保
育料の無償化をはじめとする段階的な保育料の無
償化を検討する。

・保育料を国基準より低額に設定
・保育料の段階的無償化の検討

幼児保育課

市立小・中学校給食費の無償化
市立中学校給食費の無償化を継続するとともに、
市立小学校給食費の無償化を実施する。

・市立小学校給食費の無償化
・市立中学校給食費の無償化の継続
・賄材料費の公費負担
・物価高騰に伴う学校給食への支援

学校保健給
食課

こどもに係る医療福祉費の助成（こども
マル福）

18歳までの外来・入院、調剤に係る保険診療分の
一部負担金に対する助成を行うとともに、助成拡
大に向けた検討を進める。

・受給者数：36,595人
・件数：476,111件

国保年金課

こどもの健全育成に向けた手当の給付
児童手当、児童扶養手当、遺児養育手当を支給す
る。

・児童手当（令和８年２月時点）
受給者数：20,967人（世帯）

・児童扶養手当（令和８年３月時点）
受給者数：1,970人（世帯）

・遺児養育手当（令和８年３月時点）
受給者数：181人（世帯）

こども政策
課

子育て世帯の住まいの支援

子育て世帯向けに整備した市営砂久保住宅、特定
市営大山台住宅を子育て応援住宅として運用する
ほか、まちなかにおける住宅の取得費用を補助す
る。

・市営砂久保住宅を子育て応援住宅として運用
・特定市営大山台住宅を子育て応援住宅として運
用
・まちなかにおける住宅取得費用の補助

39件

住宅政策課

基本方針Ⅲ
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基本施策２ 子育て世帯の相談・支援の充実

具体的施策１ 相談しやすい環境づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

「こども家庭センター」における相談支
援
(別掲Ⅱ－２－１、Ⅳ－１－１、Ⅴ－１－
１、Ⅴ－１－２）

児童福祉と母子保健を一体的に推進する「こども
家庭センター」において、個々の家庭に応じた相
談支援を行う。

・児童及び妊産婦の福祉や母子保健に係る相談、
情報提供、指導、健康診査等の実施

子育て支援
課

妊娠期から切れ目のない支援の推進
（別掲Ⅳ－１ー２）

要支援妊産婦について、医療機関等と連携しなが
ら、妊娠期から産後までの切れ目のない支援を行
う。

・産前産後支援センター「すまいるママみと」
相談件数：2,555件
フォロー率：100％

子育て支援
課

伴走型相談支援の充実
（別掲Ⅳ－１－１）

妊娠届出時、妊娠8か月頃、出生後4か月以内にお
ける面談とともに、継続的な相談支援を行うな
ど、妊婦・子育て世帯に寄り添った支援を行う。

・妊娠届時の面談人数：1,759人
・妊娠中期アンケート回答者数：1,177人
・新生児訪問指導件数：618件
・こんにちは赤ちゃん訪問件数：563件
・その他の乳児家庭訪問件数：381件

子育て支援
課

子育て世帯訪問による支援の推進
(別掲Ⅳ－１－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－１－
２、Ⅴ－１－４)

訪問支援員が子育て世帯の抱える不安や悩みを傾
聴するとともに、家事・育児等の支援を行う。
また、子育て支援アドバイザーによる養育支援家
庭訪問を実施する。

・利用家庭数：22家庭
・派遣延べ回数：597回
・派遣延べ時間：683時間

子育て支援
課

身近な場所における相談支援体制の充実
「わんぱーく・みと」、「はみんぐぱーく・み
と」、「あかしあ」、地域子育て支援拠点等にお
いて、相談支援を行う。

・相談支援の実施
こども政策
課

子育てに関するオンライン相談窓口の開
設
（別掲Ⅱ－２－１、Ⅳ－２－２）

子育てに関する悩みや不安を相談できるオンライ
ン相談窓口を設置する。

令和８年７月に開始する水戸市小児オンライン医
療相談の相談実績等の分析を行い、必要性を含
め、再検討を行う。

子育て支援
課

子育て支援サイト「水戸市子育てナビみ
とっこ１丁目」の充実
（別掲Ⅱ－１－４、Ⅳ－１－１）

子育て世帯の多様なニーズに対応した各種サービ
スについて、分かりやすく情報を発信するととも
に、情報内容の充実を図る。

・「水戸市子育てナビみとっこ１丁目」を活用し
た情報発信
・サイトの構成見直し等に係る改修の実施

こども政策
課

基本方針Ⅲ
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具体的施策２ こども・子育てＤＸの推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

子育て支援アプリ「みとっこ子育て応援
アプリ」の機能拡充
（別掲Ⅱ－１－４）

こどもの年齢に応じた情報を提供するとともに、
各種給付申請など保護者のニーズを踏まえなが
ら、機能の拡充を図る。

・アプリ登録者数：約5,500人
・プッシュ通知による情報提供
・健診・教室、相談窓口、施設検索、予防接種等
の情報を掲載
・一時預かり、育児教室等の予約手続き機能

こども政策
課

各種サービス、相談窓口のＷｅｂ予約の
拡充

一時預かりや育児教室、こどもの発達相談をはじ
め、各種サービス、相談のＷｅｂ予約の拡充を図
る。

みとっこ子育て応援アプリを利用したＷｅｂ予約
・一時預かり予約：３施設（わんぱーく・みと、
はみんぐぱーく・みと、スマイルキッズ）
・「子育てひろば」イベント参加予約

こども政策
課 他

各種申請手続き等のオンライン化の推進
保育所等利用申込み、放課後学級利用申請など、
各種申請手続のオンライン化を推進する。

・一時預かりオンライン予約システムの運用
３施設（わんぱーく・みと、はみんぐぱーく・

みと、スマイルキッズ）
・児童手当等のオンライン申請の拡充
・保育所等利用申込み

LINEによる「書かない窓口」の実施

こども政策
課、幼児保
育課

通知等のデジタル化の推進
子育てに係る通知のデジタル化を図るとともに、
学校・保護者間連絡ツールの機能の拡充を図る。

・小・中学校新入生応援金及び妊婦支援給付金等
の交付決定通知における電子通知の導入

こども政策
課・教育研
究課

オンライン相談窓口の開設
子育てに関する不安や悩み、ＤＶ被害等につい
て、相談できるオンライン相談窓口を設置する。

・こども専用オンライン相談窓口の開設
子育て支援
課

基本方針Ⅲ
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基本施策３ 保育環境の充実

具体的施策１ 安心してこどもを預けられる環境づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

保育所待機児童ゼロの達成及び継続
保育コンシェルジュを配置し、希望施設と受入可
能施設のミスマッチの解消等に努め、保育所待機
児童ゼロを達成するとともに、継続する。

・平成29年から保育コンシェルジュ１名を継続配
置
・待機児童数

令和７年４月１日 １人
令和８年４月１日 ゼロ

幼児保育課

保育士の就労支援
保育士等就労支援補助金等を交付するとともに、
ハローワークと連携し、施設見学ツアーを実施す
るなど、保育士確保に向けた取組を推進する。

・保育士等就労支援補助金
・新卒保育士等就労奨励補助金
・ハローワークとの連携事業の強化
・保育士のこどもを優先した保育所の利用調整
・保育体制強化事業補助金
・保育補助者雇上強化事業補助金

幼児保育課

市立保育所等におけるＤＸの推進
市立保育所等に保育業務支援システムを導入する
など、ＤＸを推進する。

・他市の事例調査
・導入方針の決定

幼児保育課

園外活動時の安全対策
横断旗の活用、キッズゾーンの周知など、園外活
動中の交通事故防止に向けた安全対策を推進す
る。

・横断旗の活用、キッズゾーンの周知 幼児保育課

保育施設の環境整備

市立保育所等において、空調設備の整備、床暖房
や調理室、デッキの改修のほか、園庭の遊具の更
新等を進める。
また、老朽化した民間保育所の改築支援を行う。

・緑岡保育所：床改修 幼児保育課

保育施設の安全対策

市立保育所等において、防犯カメラの増設等を進
めるほか、民間保育所等に対し、安全対策に係る
助言を行うとともに、事故防止のための巡回訪問
を実施する。

・民間保育所等への安全対策に係る助言 幼児保育課

市立保育所のあり方の検討
保育ニーズを踏まえた市立保育所のあり方につい
て、検討を進める。

・保護者説明会等の実施 幼児保育課

保育所等利用申込みのオンライン化の推
進

ＬＩＮＥを活用した申込書の作成支援を実施する
とともに、申込みのオンライン化を推進する。

・ＬＩＮＥによる「書かない窓口」の実施 幼児保育課

基本方針Ⅲ
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具体的施策２ 保育サービスの充実

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

延長保育の実施
延長保育を実施するとともに、延長保育時間の拡
充を図る。

・市内の民間保育施設の実施施設：83施設
保育園：51施設
幼保連携型認定こども園：６施設
小規模保育事業所：19施設
家庭的保育事業所：７施設

幼児保育課

休日保育の拡充
利用ニーズの高まる日曜日及び祝日における休日
保育について、拡充を図る。

・市内の民間保育施設の実施施設：19施設
保育園：18施設
幼保連携型認定こども園：１施設

幼児保育課

市立幼稚園における預かり保育の充実
市立幼稚園における預かり保育について、時間延
長及び長期休業中の実施に向けた検討を進め、事
業の拡大を図る。

・９園で実施（市立幼稚園及び認定こども）
16時まで：国田以外の幼稚園
16時30分まで：認定こども園
18時まで：国田幼稚園

幼児保育課

障害児保育事業の推進
集団保育が可能な軽・中程度の障害のあるこども
を受け入れる民間保育所等に対する支援を行う。

・障害児保育を実施する保育所及び幼保連携型認
定こども園の設置者：24件

幼児保育課

基本方針Ⅲ
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基本施策４ 放課後児童対策の推進

具体的施策１ 放課後児童の居場所づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

放課後学級待機児童ゼロの継続
利用希望者の増加に応じ、学級数を拡充するな
ど、放課後学級待機児童ゼロを継続する。

・放課後学級待機児童ゼロ
令和８年４月１日 登録児童数：4,538人

こども政策
課

放課後学級と放課後子ども教室の一体的
な運営による内容の充実

学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）
を活用した地域との連携の強化を図りながら、放
課後子ども教室、放課後学力サポート事業の拡充
に努める。

・全小学校・義務教育学校33校及び１地域
計34か所（子ども教室）

・１か所あたり年間30回以上実施
（放課後学力サポート事業を24回以上含む）
利用児童数：17,972人

こども政策
課

民間学童クラブへの支援
民間学童クラブの運営費を補助するとともに、訪
問指導員による支援、指導を行う。

・民間学童クラブへの補助
17クラブ

こども政策
課

質の高い放課後学級運営の推進

訪問指導員の定期的な巡回により、放課後児童支
援員への助言、指導等を実施するとともに、放課
後児童支援員認定資格研修の受講勧奨を行う。

・定例会議、訪問指導の実施
・研修受講者数 33人

こども政策
課

放課後学級の環境整備
トイレの整備やひさしの設置など、放課後学級専
用棟の環境整備を推進する。

・設備改修等
内原小学校空調機更新

こども政策
課

放課後学級利用申請等のオンライン化の
推進

放課後学級利用申請や変更手続きのオンライン化
を推進する。

変更届、送迎届、減免申請のオンライン化
こども政策
課

基本方針Ⅲ
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基本施策５ ひとり親家庭等の支援の充実

具体的施策１ ひとり親家庭等の支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

母子・父子自立支援プログラムによる経
済的自立の支援

ひとり親世帯の個々の課題に応じたプログラムを
策定し、自立・就労支援を行う。
また、「つなぐハローワークみと」と連携した就
業支援を行う。

・プログラム策定：９件
こども政策
課

就職に向けた資格取得に関する各種給付
金事業の推進

高等職業訓練促進給付金や高校卒業認定試験に係
る給付金を支給する。

・高等職業訓練促進給付金
対象者：24人

こども政策
課

ひとり親家庭等日常生活支援事業の推進
就職活動等を行う家庭に対し、家事、介護その他
の日常生活における生活援助、子育て支援を行
う。

・派遣回数（延べ）：36回
こども政策
課

母子・父子寡婦福祉資金の貸付け
母子家庭、父子家庭等のこどもの就学支度や修
学、就業等に係る資金の貸付けを行う。

・母子父子寡婦福祉資金貸付金の貸付け
こども政策
課

各種手当の給付、医療福祉費の助成

児童扶養手当、遺児養育手当のほか、交通遺児就
学奨励金を支給する。
また、医療機関や調剤薬局等における保険診療分
の一部負担金に対する助成を行う。

・児童扶養手当（令和８年３月時点）
受給者数：1,970人（世帯）

・遺児養育手当（令和８年３月時点）
受給者数：181人（世帯）

・交通遺児就学奨励金
支給対象交通遺児数 小学校：３人

・医療福祉費助成
受給者数：3,496人
件数：53,412件

こども政策
課、国保年
金課、学校
管理課

ひとり親家庭支援団体に対する支援
市母子寡婦福祉会等のひとり親家庭支援団体の運
営を支援する。

・各種イベント、研修会開催等の支援
こども政策
課

養育費の受け取り支援
養育費の取り決めの重要性等について情報提供す
るとともに、養育費等の確保に向けた支援を行
う。

・養育費確保支援事業補助金
支給件数 31件

こども政策
課

基本方針Ⅲ
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具体的施策２ 経済的な困難を抱える家庭の支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

就学援助制度による支援
（別掲Ⅴ－２－１）

経済的に困難な家庭に対し、就学援助費を支給す
る。

・就学援助実施
児童生徒数

小学校：845人
中学校：501人

学校管理課

生活保護世帯に対する就学等の支援
（別掲Ⅴ－２－１）

義務教育に必要な費用及び高等学校就学に係る費
用の扶助とともに、大学等への進学、就職に伴う
転居や学用品に係る費用の支援を行う。

・教育費用の扶助
3,275件

・進学・就職準備給付金の給付
11件

生活福祉課

子育て中の生活困窮世帯に対する相談支
援
（別掲Ⅴ－２－２）

食糧支援、生活福祉資金貸付制度等の案内などの
相談支援を行う。

・生活困窮者自立相談支援事業
相談件数：1,127件

生活福祉課

ハローワークと連携した就業支援
「つなぐハローワークみと」において、生活困窮
世帯やひとり親家庭に対する就業支援を推進す
る。

・支援対象者数：257人
・就職者数：182人

生活福祉課

幼稚園、保育所等の利用者に対する日用
品の購入等に係る支援

経済的に困難な家庭に対し、日用品等の購入や行
事の参加に係る費用など、実費徴収に係る補足給
付を行う。

・対象児童数：68人 幼児保育課

大学等受験料及び模擬試験受験料の補助
（別掲Ⅴ－２－１）

ひとり親家庭等に対し、大学等受験料及び模擬試
験受験料の補助を行う。

・大学等受験料補助金：54人
・模擬試験受験料補助金（高校３年生）：７人
・模擬試験受験料補助金（中学３年生）：７人

こども政策
課

基本方針Ⅲ
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基本方針Ⅳ 安心して妊娠、出産、子育てできる環境づくり

基本施策１ 切れ目のない妊娠、出産支援の充実

具体的施策１ 全ての妊婦・子育て世帯に寄り添う支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

「こども家庭センター」における相談支
援
(別掲Ⅱ－２－１、Ⅲ－２－１、Ⅴ－１－
１、Ⅴ－１－２）

児童福祉と母子保健を一体的に推進する「こども
家庭センター」において、個々の家庭に応じた相
談支援を行う。

・児童及び妊産婦の福祉や母子保健に係る相談、
情報提供、指導、健康診査等の実施

子育て支援
課

伴走型相談支援の充実
（別掲Ⅲ－２－１）

妊娠届出時、妊娠8か月頃、出生後4か月以内にお
ける面談とともに、継続的な相談支援を行うな
ど、妊婦・子育て世帯に寄り添った支援を行う。

・妊娠届時の面談人数：1,759人
・妊娠中期アンケート回答者数：1,177人
・新生児訪問指導件数：618件
・こんにちは赤ちゃん訪問件数：563件
・その他の乳児家庭訪問件数：381件

子育て支援
課

子育て世帯訪問による支援の推進
(別掲Ⅲ－２－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－１－
２、Ⅴ－１－４)

訪問支援員が子育て世帯の抱える不安や悩みを傾
聴するとともに、家事・育児等の支援を行う。
また、子育て支援アドバイザーによる養育支援家
庭訪問を実施する。

・利用家庭数：22家庭
・派遣延べ回数：597回
・派遣延べ時間：683時間

子育て支援
課

子育て支援サイト「水戸市子育てナビみ
とっこ１丁目」の充実
（別掲Ⅱ－１－４、Ⅲ－２ー１）

子育て世帯の多様なニーズに対応した各種サービ
スについて、分かりやすく情報を発信するととも
に、情報内容の充実を図る。

・「水戸市子育てナビみとっこ１丁目」を活用し
た情報発信
・サイトの構成見直し等に係る改修の実施

こども政策
課

子育て短期支援事業（ショートステイ、
トワイライトステイ）の推進
（別掲Ⅴ－１－１）

一時的にこどもの養育が困難になった場合に、乳
児院や児童養護施設等においてこどもを預かり、
こどもや子育て世帯を支援する。

・利用日数（延べ）：849日
・実人数：61人
・実施箇所数：12か所

子育て支援
課

具体的施策２ 「すまいるママみと」を中心とした妊産婦支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

妊娠期から切れ目のない支援の推進
（別掲Ⅲ－２－１）

要支援妊産婦について、医療機関等と連携しなが
ら、妊娠期から産後までの切れ目のない支援を行
う。

・産前産後支援センター「すまいるママみと」
相談件数：2,555件
フォロー率：100％

子育て支援
課

産後ケア事業の充実
心身の不調や育児不安等がある出産後１年未満の
産婦及び乳児に対し、医療機関等において、通
所、訪問、宿泊でのサポートを実施する。

・委託機関数、利用実績（実人数、延べ人数）
通所型：11か所 実：20人 延：29人
訪問型：３か所 実：８人 延：10人
宿泊型：９か所 実：59人 延：78人

178日

子育て支援
課

妊産婦健康診査の支援
(別掲Ⅲ－１－１)

妊婦一般健康診査及び妊婦歯科健康診査、産婦健
康診査に係る費用を助成するとともに、産後の初
期段階における母子のリスクの早期発見・早期支
援に努める。
また、経済的な困難を抱える妊婦に対する支援を
行う。

・妊婦健診
受診率：81.3%

・産婦健診
産後２週間受診率：94.8%

EPDS9点以上：178人
産後１か月受診率：98.3%

EPDS9点以上：126人

子育て支援
課

基本方針Ⅳ
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具体的施策３ 不妊・不育症治療の支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

一般不妊治療費の助成
一般不妊に係る検査及び治療費について助成を行
う。

・助成件数（延べ）：288件
子育て支援
課

不妊ステップアップ治療費の助成
生殖補助治療とともに、その過程で行った男性不
妊治療に係る治療費について助成を行う。

・助成件数（延べ）：476件
子育て支援
課

不育症治療費の助成
不育症に係る検査及び治療費について助成を行
う。

・市制度 助成件数（延べ）：９件
・国制度：助成件数（延べ）：１件

子育て支援
課

基本方針Ⅳ
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基本施策２ 乳幼児、未就学児の健康づくり

具体的施策１ 乳幼児の健康診査等の支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

乳幼児健康診査受診の促進

１か月児健康診査をはじめとする各種健康診査に
おいて、安全・安心に受診できる体制づくりとと
もに、受診率向上のための取組を進める。
また、５歳児健康診査を実施し、就学前までの切
れ目のない健康診査を推進する。

・1か月児健康診査：94.7％
・乳児健康診査

第１回：94.0％、第２回：74.9％
・１歳６か月児健康診査

内科：95.9％
歯科：84.2％

・３歳児健康診査：93.9％
・２歳児歯科健康診査：80.4％

子育て支援
課

新生児聴覚検査の支援
聴覚検査費用を助成し、先天的聴覚障害の早期発
見・早期療養を促進する。

・ABR検査
初回検査実施者：1,185人
確認検査実施者：42人

・OAE検査
初回検査実施者：297人
確認検査実施者：26人

・受診率：94.3%
・要精密検査

ABR検査：８人
OAE検査：0人

子育て支援
課

食育の推進
乳幼児からの食を通じた健康づくりとして、食育
に関する情報発信の充実を図る。

・トライ離乳食教室等における食育の推進
・みとっこ子育て応援アプリでの情報発信

子育て支援
課

予防接種体制の充実
（別掲Ⅳ－３－１）

定期接種について、リーフレットの配布等による
知識の啓発、接種勧奨を実施するとともに、任意
接種に対する一部公費負担を行う。

・定期接種の実施
・任意接種に対する一部公費負担

おたふくかぜ（１歳から４歳未満）
インフルエンザ（１歳から高校３年生）
新型コロナ（１歳から高校３年生）

感染症対策
課

具体的施策２ 育児相談・教室等の充実

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

育児相談の推進
保健師、管理栄養士による育児相談、栄養相談等
を実施するとともに、支援が必要なこどもに対す
る相談支援を行う。

・育児相談
開催：159回、相談者：574人

・７か月児健康相談
開催：159回、相談者：737人（47.1%）

・発達相談
開催：26回、相談者：51人

子育て支援
課

育児教室の開催
親子、親同士の交流を図るとともに、育児情報を
提供するめだか教室、離乳食の進め方の講話等を
行うトライ離乳食教室を開催する。

・めだか教室
開催：48回、参加者：911人

・トライ離乳食教室
開催：24回、参加者：557人（保育者338人、こ

ども219人）

子育て支援
課

乳幼児訪問指導の推進

助産師による新生児訪問指導等を行う乳児家庭全
戸訪問とともに、支援を必要とする幼児家庭への
訪問を行い、切れ目のない支援を行う。

・新生児訪問指導
618件

・こんにちは赤ちゃん事業
563件

・養育支援家庭訪問
実人数：21人 延べ：205件

子育て支援
課

子育てに関するオンライン相談窓口の開
設
（別掲Ⅱ－２－１、Ⅲ－２－１）

子育てに関する悩みや不安を相談できるオンライ
ン相談窓口を設置する。

令和８年７月に開始する水戸市小児オンライン医
療相談の相談実績等の分析を行い、必要性を含
め、再検討を行う。

子育て支援
課

基本方針Ⅳ
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基本施策３ 学童期、思春期のこども、若者の健康づくり

具体的施策１ 学童期、思春期のこどもの健康づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

学校保健の充実
小児生活習慣病予防健診や中学生に対する貧血検
査、ピロリ菌検査を実施するとともに、歯と口の
健康づくりを推進する。

・中学生ピロリ菌検査、貧血検査、小児生活習慣
病予防健診

各１回
・教職員ストレスチェック

受検率96.6％
・歯と口の健康づくり推進校の指定

年１校

学校保健給
食課

健やかな体づくりの推進
（別掲Ⅰ－２－３）

体力アップ推進プランに基づく取組を実践するな
ど、学校体育・健康教育の充実を図る。

・体力アップ推進プランに基づく活動の充実
教員の授業改善、指導力向上
大学との連携

体力テストA＋Bの割合
小学校48.6%（県平均46.0%）
中学校59.4%（県平均55.4%）

・性教育・健康教育の推進
教育講演会、薬物乱用防止教室の実施

教育研究課

水戸産品を取り入れた魅力的な学校給食
を通した食育の推進
（別掲Ⅰ－２－３）

児童生徒への食に係る指導の充実を図るほか、学
校給食における地場農産物等の積極的な活用を推
進する。

・地産地消強化月間「茨城を食べようウイーク」
における地場産物の活用割合

73.8％
・「MITOごはん」

提供回数：月平均3.0回

学校保健給
食課

予防接種体制の充実
（別掲Ⅳ－２－１）

定期接種について、リーフレットの配布等による
知識の啓発、接種勧奨を実施するとともに、任意
接種に対する一部公費負担を行う。

・定期接種の実施
・任意接種に対する一部公費負担

インフルエンザ（１歳から高校３年生）
新型コロナ（１歳から高校３年生）
ＨＰＶ（小学６年生から高校１年生の男子）

感染症対策
課

具体的施策２ 若者の健康づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

健康診査・がん検診等の受診勧奨
生活習慣病やがんの予防に関する普及・啓発、受
診勧奨等を推進する。

・生活習慣病予防健診受診者
702人

・適正体重を維持している者の割合
64.6％（令和５年度）

・女性のやせの割合
17.8％（令和５年度）

・子宮頸がん検診受診率
21歳：4.6％、31歳：9.5％

健康づくり
課

食育の充実
一人暮らしの若者向けの簡単レシピを配信すると
ともに、大学等と連携し、学生のアイデアを活用
した食育の発信等を行う。

・食育に関心がある人（３歳児保護者）
46.1％（令和５年度）

・朝食をとる者の割合
63.6％（令和５年度）

・バランスの良い食事をとる者の割合
33.7％（令和５年度）

健康づくり
課

性感染症等の相談

感染症や予防接種に関する知識の普及・啓発を推
進するとともに、相談窓口に関する情報発信を行
う。
また、ＳＮＳ等を活用するなど、気軽に相談でき
る環境づくりを進める。

・感染症相談と予防接種相談
電話、対面による相談支援を実施

感染症対策
課

基本方針Ⅳ
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基本施策４ 配慮が必要なこども・若者への支援の充実

具体的施策１ 発達に不安のあるこどもへの支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

こども発達支援センター「すくすく・み
と」における発達相談・支援の充実

社会福祉士、臨床心理士による発達相談のほか、
言語聴覚士による言語指導、療育指導を行う。

・発達相談（延べ）： 1,268人
・療育相談・指導（延べ）：1,387人
・言語指導・言語相談（延べ）：377人
・巡回訪問指導（実人数）：153人
・サービス申請（延べ）：78件
・ペアレントトレーニング修了者 ：８人

子育て支援
課

発達支援教室、言語指導教室の充実、環
境整備

こども発達支援センター分室において、体制の充
実を図りながら、療育指導、言語指導を行う。
あわせて、分室の照明のＬＥＤ化を推進する。

・発達支援教室・言語指導教室
実人数： 285人

子育て支援
課

具体的施策２ 障害児（者）等への支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

一人一人の教育的ニーズを踏まえた特別
支援教育の充実

特別な配慮を必要とする児童生徒が安心して学校
に通えるよう、特別支援教育支援員や医療的ケア
看護職員による支援を行う。

・通級指導教室の設置
言語通級：２校

五軒小２教室：33人、常磐小４教室：59人
情緒通級：２校

見川小１教室：５人、笠原中１教室：６人
ＬＤ／ＡＤＨＤ通級：２校

浜田小１教室：13人 第三中１教室：７人
・特別支援教育専門員の配置

指導・助言等：261回
・特別支援教育支援員の配置：119人
・医療的ケア看護職員の配置：５人
・特別支援コーディネーター研修会：２回

延べ96人参加
・就学相談会：10回、臨時の就学相談：59回

新学齢児：265件 学齢児：360件

教育研究課

相談支援の充実
基幹相談支援センターにおける相談支援のほか、
地域生活支援拠点等の構築について事業者等と連
携・協議しながら、取組を推進する。

・基幹相談支援センターにおいて専門相談を実施
・障害者相談支援事業所等連絡会議において、相
談支援専門員等のスキルアップ研修や事例検討に
よるスーパービジョン等を実施
・地域生活支援拠点等の整備・運営に関するガイ
ドラインに基づく運用
・地域自立支援協議会での運営報告

障害福祉課

障害福祉サービス等の充実

居宅介護、児童発達支援等のサービスを提供する
ほか、補装具費等を支給するとともに、自立支援
医療費、医療福祉費を助成する。
また、移動支援等の地域生活支援事業の充実を図
る。

・放課後等デイサービス：14,210件
・児童発達支援：3,876件
・保育所等訪問支援：1,580件
・児童発達支援について、継続して総量規制を実
施

障害福祉課

医療的ケア児に対する支援の推進
適切な支援について、保健、医療、福祉、保育、
教育等の関係機関と協議を行うとともに、相談支
援を担う専門職員の質の向上を図る。

・医療的ケア児等支援体制連絡会議の開催
１回

・こども部会の開催
11回

・医療的ケア児コーディネーターを障害福祉課に
１名、東部基幹相談支援センターに２名配置

障害福祉課

基本方針Ⅳ
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事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

小児慢性特定疾病児に対する支援の推進
医療費を助成するとともに、日常生活用具費を支
給するほか、療育相談や講座等の取組を推進す
る。

・医療費の助成の実施
・日常生活用具費の支給

２件
・療育相談の実施

子育て支援
課、障害福
祉課

難病対策の充実
難病患者見舞金を支給するなど、難病患者の生活
を支援する。

・難病患者見舞金の支給
対象者数：1,415人

障害福祉課

意思疎通支援の充実
手話通訳者をはじめとする意思疎通支援従事者や
点訳ボランティア等を養成するとともに、意思疎
通支援従事者の派遣を推進する。

・手話通訳者：19名
・要約筆記者：８名

障害福祉課

成年後見制度の利用促進
制度の普及・啓発、相談支援を推進するととも
に、市民後見人の育成・支援に取り組む。

・成年後見市長申立件数：８件
・後見人等報酬助成件数：２件
・水戸市社会福祉協議会法人後見受任件数：30件
・市民後見人受任件数：２件

障害福祉課

障害者の雇用促進
地域自立支援協議会、ハローワーク、特別支援学
校等が連携し、一般事業所への就労に係る課題を
検討しながら、障害者の雇用を促進する。

・就労・生活部会の開催
10回

・障害者の一般雇用を促進するための企業向けセ
ミナーの開催

１回

障害福祉課

障害者の収入拡大に向けた取組の推進
市障害者共同受発注センターにおいて、販路の拡
大、商品力向上等に取り組む。

・令和６年度平均工賃（月額）
市内B型事業所全体（62か所）：19,815円

(新計算式 24,701円)
センター登録事業所（41か所）：21,098円

(新計算式 26,293円)

障害福祉課

スポーツ、文化活動等を通じた社会参加
の促進

市パラスポーツ・レクリエーション大会を開催す
るとともに、スポーツ仕様補装具購入費を補助す
る。

・市パラスポーツ・レクリエーション大会の開催
参加者：54人

・レクリエーション教室
毎月開催

・スポーツ仕様補装具購入費の補助
１件

障害福祉課

基本方針Ⅳ
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基本施策５ 安定的な小児医療・周産期医療体制の確保

具体的施策１ 小児医療・周産期医療体制の確保

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

小児・産婦人科医等の確保に向けた医師
修学資金貸与制度の推進

小児・産婦人科医等の確保に向けた医師修学資金
を貸与するとともに、大学と連携し、キャリア支
援を行う。

・制度利用者：10名
（内訳）在学生：８名 医師：２名

保健総務課

産婦人科医の雇用支援
大学から派遣される産婦人科医の雇用を支援する
など、安定的な周産期医療提供体制の確保・維持
を図る。

・周産期及び産婦人科医療従事医師雇用補助金
20,000千円

保健総務課

医療機関開設等に対する補助
小児科や産婦人科の医療を提供する医療機関につ
いて、新築、増築等に係る費用に対する補助を行
う。

・小児科や産婦人科を提供する医療施設の開設又
は増築等の支援に関する補助制度

小児科：０件
産婦人科：１件（改修補助：30,000千円）

保健総務課

休日夜間緊急診療所の運営
休日夜間緊急診療所を安定的に運営するととも
に、オンライン受付など、デジタル技術を活用し
た受療環境の向上を図る。

・水戸市休日夜間緊急診療所
休日診療：75日（2,472人）
夜間診療：365日（2,922人）

保健総務課

基本方針Ⅳ
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基本方針Ⅴ 悩みや不安を抱えるこども・若者に寄り添う支援の推進

基本施策１ 児童虐待防止対策、ヤングケアラー支援等の充実

具体的施策１ 児童虐待防止対策の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

「こども家庭センター」における相談支
援
(別掲Ⅱ－２－１、Ⅲ－２－１、Ⅳ－１－
１、Ⅴ－１－２）

児童福祉と母子保健を一体的に推進する「こども
家庭センター」において、個々の家庭に応じた相
談支援を行う。

・児童及び妊産婦の福祉や母子保健に係る相談、
情報提供、指導、健康診査等の実施

子育て支援
課

要保護児童及びＤＶ対策地域協議会の運
営充実
（別掲Ⅴ－１－２）

児童相談所や警察等の関係機関、地域とのネット
ワークの強化を図るとともに、児童虐待、ＤＶ防
止に向けた啓発を行う。

・代表者会議：１回
・実務者会議：14回
・個別ケース検討会議：51回
・研修会：１回
・オレンジリボン＆パープルリボンキャンペーン
の実施

子育て支援
課

子育て世帯訪問による支援の推進
(別掲Ⅲ－２－１、Ⅳ－１－１、Ⅴ－１－
２、Ⅴ－１－４)

訪問支援員が子育て世帯の抱える不安や悩みを傾
聴するとともに、家事・育児等の支援を行う。
また、子育て支援アドバイザーによる養育支援家
庭訪問を実施する。

・利用家庭数：22家庭
・派遣延べ回数：597回
・派遣延べ時間：683時間

子育て支援
課

オレンジリボンキャンペーンの推進
イベント会場等における啓発物の配布とともに、
水戸芸術館等におけるオレンジライトアップを実
施するなど、児童虐待防止に係る啓発を行う。

・本庁舎やイベント会場等での啓発物の配布・設
置
・オレンジライトアップの実施

子育て支援
課

子育て短期支援事業（ショートステイ、
トワイライトステイ）の推進
（別掲Ⅳ－１－１）

一時的にこどもの養育が困難になった場合に、乳
児院や児童養護施設等においてこどもを預かり、
こどもや子育て世帯を支援する。

・利用日数（延べ）：849日
・実人数：61人
・実施箇所数：12か所

子育て支援
課

他市区町村との連携による継続した支援
転入元、転出先の市区町村との情報共有を図り、
要保護児童等に対する継続した支援を行う。

・書面による情報提供
・要保護児童等に関する情報共有システムの活用

子育て支援
課

基本方針Ⅴ
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具体的施策２ 要保護・要支援児童等への支援

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

「こども家庭センター」における相談支
援
(別掲Ⅱ－２－１、Ⅲ－２－１、Ⅳ－１－
１、Ⅴ－１－１）

児童福祉と母子保健を一体的に推進する「こども
家庭センター」において、個々の家庭に応じた相
談支援を行う。

・児童及び妊産婦の福祉や母子保健に係る相談、
情報提供、指導、健康診査等の実施

子育て支援
課

虐待被害にあったこどもの安全確保
児童虐待に係る通告に対して、速やかにこどもの
安全を確認するとともに、児童相談所や警察と連
携し、適切にこどもの安全を確保する。

・児童虐待通告に対する適正対応：100%
子育て支援
課

DV被害者とそのこどもへの適切な支援

市配偶者暴力相談支援センターにおいて、ＤＶ被
害者の相談支援を行う。
また、そのこどもに対し、「こども家庭セン
ター」における相談支援を行う。

・ＤＶ被害相談対応件数：160件
うち、こども家庭センターにおいても相談対応

を行った件数：24件

子育て支援
課

要保護児童及びＤＶ対策地域協議会の運
営充実
（別掲Ⅴ－１－１）

児童相談所や警察等の関係機関、地域とのネット
ワークの強化を図るとともに、児童虐待、ＤＶ防
止に向けた啓発を行う。

・代表者会議：１回
・実務者会議：14回
・個別ケース検討会議：51回
・研修会：１回
・オレンジリボン＆パープルリボンキャンペーン
の実施

子育て支援
課

子育て世帯訪問による支援の推進
(別掲Ⅲ－２－１、Ⅳ－１－１、Ⅴ－１－
１、Ⅴ－１－４)

訪問支援員が子育て世帯の抱える不安や悩みを傾
聴するとともに、家事・育児等の支援を行う。
また、子育て支援アドバイザーによる養育支援家
庭訪問を実施する。

・利用家庭数：22家庭
・派遣延べ回数：597回
・派遣延べ時間：683時間

子育て支援
課

児童虐待対応職員の専門性の強化
外部有識者による研修の実施等により、児童虐待
対応にあたる職員の知識や対応力の向上を図る。

・外部有識者による事例検討研修：２回開催
子育て支援
課

社会的養育の推進

国の「新しい社会的養育ビジョン」に基づき、こ
どもが健やかに養育されるよう、里親制度等の周
知と活用を図る。

・里親制度説明会等の周知
子育て支援
課

具体的施策３ ＤＶ被害防止対策の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

ＤＶ被害に関するオンライン相談窓口の
開設

ＤＶ被害について相談できるオンライン相談窓口
を設置する。

ー
※令和８年度開設予定

子育て支援
課

ＤＶ防止に向けた若年層等への啓発
デートＤＶ、性暴力等の予防に向け、若年層に対
する講座を開催するなど、啓発活動を推進する。

・市消費生活センターとの連携による市内高校に
おける性暴力・ＪＫビジネスの予防や対応に関す
る講座の開催
・講座「デートＤＶって何？よりよい関係を築く
ために」の開催
・ＤＶ相談窓口案内カードの設置、デートＤＶ啓
発用ティッシュ等の配布

男女平等参
画課、子育
て支援課

パープルリボンキャンペーンの推進

イベント会場等における啓発物の配布とともに、
水戸芸術館等におけるパープルライトアップを実
施するなど、女性に対する暴力に係る啓発を行
う。

・本庁舎やイベント会場等での啓発物の配布・設
置
・パープルライトアップの実施

子育て支援
課

基本方針Ⅴ
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具体的施策４ ヤングケアラー支援の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

こども・若者が相談できるオンライン相
談窓口の開設

家族のケアなどで悩みを抱えるこども・若者自身
が相談できるオンライン相談窓口を設置する。

こども専用オンライン相談窓口の開設
子育て支援
課

ヤングケアラーの早期発見・支援、意識
啓発の推進

ヤングケアラーに関する実態把握に取り組みなが
ら、早期発見・支援に努める。
また、教職員やケアマネジャーをはじめ、関係機
関の職員向けの研修会を開催するなど、ヤングケ
アラーの問題についての周知を図る。

・市立中学生を対象とした実態調査の実施
・本庁舎やイベント会場等での啓発物の配布・設
置
・関係機関の職員向けの研修会の開催

５回

子育て支援
課

子育て世帯訪問による支援の推進
(別掲Ⅲ－２－１、Ⅳ－１－１、Ⅴ－１－
１、Ⅴ－１－２)

訪問支援員が子育て世帯の抱える不安や悩みを傾
聴するとともに、家事・育児等の支援を行う。
また、子育て支援アドバイザーによる養育支援家
庭訪問を実施する。

・利用家庭数：22家庭
・派遣延べ回数：597回
・派遣延べ時間：683時間

子育て支援
課

地域包括支援センター、基幹相談支援セ
ンターにおける家族介護者への支援

介護サービス、障害福祉サービス等の相談支援を
行う各センターにおいて、「こども家庭セン
ター」と連携し、必要な支援を行う。

・年間相談件数：26,167件
うち、ヤングケアラーに関する相談：２件

高齢福祉課

基本方針Ⅴ
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基本施策２ こどもの貧困対策の推進

具体的施策１ 就学、修学支援の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

奨学金による支援
（別掲Ⅰ－１－３)

経済的理由により高等学校での修学が困難な生徒
に対して、奨学金を支給する。

・支給対象奨学生：28人 学校管理課

就学援助制度による支援
（別掲Ⅲ－５－２)

経済的に困難な家庭に対し、就学援助費を支給す
る。

・就学援助実施
児童生徒数

小学校：845人
中学校：501人

学校管理課

修学支援制度の周知
経済的理由により進学を断念することがないよ
う、大学等の修学支援制度の周知及び活用促進に
努める。

・窓口相談時における周知、案内
こども政策
課

生活保護世帯に対する就学等の支援
（別掲Ⅲ－５－２）

義務教育に必要な費用及び高等学校就学に係る費
用の扶助とともに、大学等への進学、就職に伴う
転居や学用品に係る費用の支援を行う。

・教育費用の扶助
3,275件

・進学・就職準備給付金の給付
11件

生活福祉課

学習・生活支援の充実
（別掲Ⅰ－１－１）

地域の学習支援ボランティアを活用し、無料の学
習会・生活支援を実施する。

・会場：８か所
・参加登録者：137人
・延べ参加者：2,795人

生活福祉課

大学等受験料及び模擬試験受験料の補助
（別掲Ⅲ－５－２）

ひとり親家庭等に対し、大学等受験料及び模擬試
験受験料の補助を行う。

・大学等受験料補助金：54人
・模擬試験受験料補助金（高校３年生）：７人
・模擬試験受験料補助金（中学３年生）：７人

こども政策
課

具体的施策２ 生活支援の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

子育て中の生活困窮世帯に対する相談支
援
（別掲Ⅲ－５－２）

食糧支援、生活福祉資金貸付制度等の案内などの
相談支援を行う。

・生活困窮者自立相談支援事業
相談件数：1,127件

生活福祉課

新たなつながりの場づくりの推進
（別掲Ⅰ－１－１）

こども食堂の取組を支援するほか、多様かつ複合
的な困難を抱えるこどもたちが安全・安心に立ち
寄れる居場所づくりを推進する。
あわせて、こどもたちの意見を聴きながら、新た
なつながりの場づくりを検討する。

・ＪＡ水戸とこども食堂の連携支援
実施箇所：直売所５か所

・ボランティア養成講座の実施
・困難を抱える児童向けの居場所づくり

実施箇所：１か所
・新たなつながりの場づくりの検討

こども政策
課

基本方針Ⅴ
38



基本施策３ 不登校、ひきこもり等の支援の充実

具体的施策１ 不登校支援・教育相談体制の充実

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

スクールカウンセラー等による早期支援
体制の充実

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カー等の拡充を図りながら、友人関係の悩みや不
登校に係る相談支援を行う。

・不登校児童生徒数（令和６年度実績）
小学校：362人、中学校：464人
※令和７年度実績は、令和８年10月に公表

・スクールカウンセラーの配置
17人（県：16人 市：１人）

・スクールソーシャルワーカーの配置
６人（県：４人 市：２人）

・心の教室相談員の配置
全中学校

教育研究課

教育支援センター、校内フリースクール
による支援

教育支援センター（教育相談室・うめの香ひろ
ば）において、児童生徒、保護者等の相談支援と
ともに、不登校児童生徒の社会的自立に向けた支
援を行う。
また、全ての市立中学校に設置した校内フリース
クールについて、市立小学校への拡充を目指す。

・校内フリースクールの設置
全中学校、小学校６校

・校内オンライン相談窓口の開設
全校

・教育相談の実施
来所相談（延べ）：4,904件
電話相談：1,774件

教育研究課

民間フリースクール等と連携した支援
情報交換会や研修会を開催するなど、民間フリー
スクール等の不登校支援機関と連携した支援を行
う。

・教育委員会と各学校、民間フリースクール等に
よる不登校児童生徒の情報共有
・水戸市不登校児童生徒支援情報交換会及び研修
会の実施

１回（９団体参加）

教育研究課

具体的施策２ こころの健康づくり

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

こころの健康相談,精神保健相談の実施
（別掲Ⅴ－５－１）

公認心理師等によるこころの健康相談とともに、
精神科医、精神保健福祉士等による精神保健相談
を実施する。

・公認心理師による相談：18件
・精神保健福祉士による相談：５件
・精神科医による相談：15件
・専門職による相談：8,128件

健康づくり
課

ひきこもり支援事業の実施
精神科医、保健師等によるひきこもり専門相談の
ほか、ひきこもり家族教室を実施する。

・精神科医による相談：10人
・ひきこもり家族教室

参加人数（延べ）：114人
・ＣＲＡＦＴ教室

参加実人数：３人
・ひきこもり居場所

参加人数（延べ）：63人

健康づくり
課

基本方針Ⅴ
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基本施策４ 非行防止対策の推進

具体的施策１ 非行防止対策の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

青少年相談員等との連携による非行防止
活動の推進

青少年相談員等による街頭補導を実施するととも
に、「青少年の健全育成に協力する店」の登録を
促進する。

・青少年相談員による街頭補導
・「青少年の健全育成に協力する店」の登録活動

登録店舗：291店舗
・白ポストによる有害図書等の回収

回収図書等：2,027点

生涯学習課

基本方針Ⅴ
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基本施策５ こども・若者の自殺対策の推進

具体的施策１ 自殺対策の推進

事業名 事業概要 実績（令和７年度） 担当課

こころの健康相談、精神保健相談の実施
（別掲Ⅴ－３－２）

公認心理師等によるこころの健康相談とともに、
精神科医、精神保健福祉士等による精神保健相談
を実施する。

・公認心理師による相談：18件
・精神保健福祉士による相談：５件
・精神科医による相談：15件
・専門職による相談：8,128件

健康づくり
課

ゲートキーパー等の人材の育成
自殺予防に関する知識の普及・啓発に努めるな
ど、自殺の危険を示すサインに気付き、適切に対
応できる人材の育成を推進する。

・累計受講者数：1,641人
健康づくり
課

SNSの活用等による相談しやすい環境づ
くり

インターネットで検索された関連キーワードに応
じて、相談窓口等の情報を掲示するなど、相談窓
口の周知を図る。

・実施回数
12月（通年実施）

・広告表示回数
5,023回／月平均

健康づくり
課

基本方針Ⅴ
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令和８年７月24日現在

№ 氏 名 区 分 所属団体等

1
あ お き り

青木 かを里 関係団体 水戸市医師会

2
い け だ ゆう き

池田 悠紀 学識経験者 水戸市議会

3
い な げ せい じ

稲毛 精二 関係団体 水戸市私立幼稚園協会

4
お か だ す み こ

岡田 澄子 関係団体 水戸市民間保育園園長会

5
おにざわ しんじゅ

鬼澤 真寿 学識経験者 水戸市議会 文教福祉委員会副委員長

6
か く た つね み

角田 恒巳 関係団体 水戸市住みよいまちづくり推進協議会

7
か と う ぎ まさみつ

加藤木 正充 関係団体 水戸市国公立幼稚園・認定こども園ＰＴＡ連絡協議会

8
き む ら ゆ き

木村 由希 学識経験者 常磐短期大学幼児教育保育学科

9
さいとう めぐみ

齊藤 恵 関係団体 子育て応援・ペンギンくらぶ

10
さ と う ゆ き こ

佐藤 裕紀子 学識経験者 茨城大学教育学部

11
たけうち れ い な

竹内 玲菜 市 民 一般公募

12
てつ のりかず

鐵 則和 関係団体 水戸市保育所・認定こども園父母の会連絡協議会

13
と び た あ さ か

飛田 朝香 市 民 一般公募

14
ひらやま み う

平山 美海 市 民 一般公募

15
ふじえだ しょうこ

藤枝 祥子 関係団体 水戸市学校長会

16
ほ り の れい こ

堀野 礼子 関係団体 水戸市民生委員児童委員連合協議会

17
ま し こ た か こ

増子 隆子 関係団体 水戸市保健推進員連絡協議会

（50音順、敬称略）

水戸市社会福祉審議会 児童福祉専門分科会名簿
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○水戸市社会福祉審議会条例

令和元年12月23日

水戸市条例第24号

（趣旨）

第１条 この条例は，社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）第７条第１項，就学

前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第25

条及び子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第72条第１項の規定に基づき設置する水戸市

社会福祉審議会（以下「審議会」という。）について必要な事項を定めるものとする。

（令５条例36・一部改正）

（所掌事項）

第２条 審議会は，市長の諮問に応じ，次の各号に掲げる事項を調査審議する。

(1) 法第７条第１項に規定する社会福祉に関する事項

(2) 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律第25条に規定する事

項，子ども・子育て支援法第72条第１項各号に掲げる事項その他の児童福祉に関する事項

(3) 精神障害者の福祉に関する事項

（令５条例36・一部改正）

（委員の定数）

第３条 委員の定数は，25人とする。

（任期）

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠により任命された委員の任期は，前任者の残任期

間とする。

２ 法第９条第１項に規定する臨時委員（以下「臨時委員」という。）の任期は，その任務の達成に

必要な期間とする。

３ 委員は，再任されることができる。

（委員長の職務代理）

第５条 委員長に事故あるとき，又は委員長が欠けたときは，あらかじめ委員の互選により置く副委

員長がその職務を代理する。

（会議）

第６条 審議会は，委員長が招集し，委員長は，会議の議長となる。

２ 審議会は，委員の２分の１以上の出席がなければ開くことができない。

３ 審議会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，委員長の決するところに

よる。

４ 特別の事項について議事を開き，決議を行う場合における臨時委員に関する前２項の規定の適用

については，当該臨時委員は，委員とみなす。

（専門分科会）

第７条 法第11条及び第12条の規定に基づき，審議会に次の各号に掲げる専門分科会を置き，当該各

号に定める事項を調査審議させる。

(1) 民生委員審査専門分科会 民生委員の適否の審査に関する事項

(2) 障害福祉専門分科会 身体障害者，知的障害者及び精神障害者の福祉に関する事項

(3) 児童福祉専門分科会 児童並びに母子及び父子の福祉に関する事項（子ども・子育て支援に関
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する事項を含む。）

(4) 高齢福祉専門分科会 高齢者の福祉に関する事項

(5) 地域福祉専門分科会 地域福祉に関する事項

２ 専門分科会に属すべき委員及び臨時委員は，委員長が指名する。

３ 専門分科会に，専門分科会長及び専門分科会副会長を置く。

４ 専門分科会長及び専門分科会副会長は，その専門分科会に属する委員及び臨時委員の互選により

選出し，専門分科会の運営については，前条の規定を準用する。

５ 専門分科会の決議（民生委員審査専門分科会以外の専門分科会にあっては，重要又は異例な事項

に関する決議を除く。）は，これをもって審議会の決議とする。

（審査部会）

第８条 社会福祉法施行令（昭和33年政令第185号）第３条第１項の規定に基づき，障害福祉専門分科

会に審査部会を置き，次の各号に掲げる事項を調査審議させる。

(1) 身体障害者の障害程度の審査に関する事項

(2) 身体障害者手帳の交付申請に係る医師の指定又は指定の取消しに関する事項

(3) 指定自立支援医療機関（精神通院医療に係るものを除く。）の指定又は指定の取消しに関する

事項

２ 審査部会に部会長及び副部会長を置く。

３ 部会長及び副部会長は，審査部会に属する委員及び臨時委員の互選により選出し，審査部会の運

営については，第６条の規定を準用する。

４ 審査部会の決議は，これをもって審議会の決議とする。

（庶務）

第９条 審議会の庶務は，福祉部において行う。

（補則）

第10条 この条例に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。

付 則

（施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（水戸市障害者施策推進協議会条例等の廃止）

２ 次の各号に掲げる条例は，廃止する。

(1) 水戸市障害者施策推進協議会条例（平成４年水戸市条例第44号）

(2) 水戸市高齢者保健福祉推進協議会条例（平成10年水戸市条例第２号）

(3) 水戸市地域福祉推進委員会条例（平成18年水戸市条例第４号）

(4) 水戸市子ども・子育て会議条例（平成25年水戸市条例第35号）

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成３年水戸市条例第１号）の

一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

付 則（令和５年７月26日条例第36号）

この条例は，公布の日から施行する。


